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はじめに 

 

下総飛行場は、海上自衛隊下総航空基地に設置されている飛行場で、主に教育訓

練のための飛行に用いられています。 

飛行場の周辺地域では、航空機騒音による生活環境への影響が生じていることか

ら、千葉県では昭和６１年から固定測定局による航空機騒音の常時監視を開始する

とともに、平成３年１１月には、飛行場周辺で航空機騒音の影響を強く受ける地域

を、環境基準の適用地域に指定しました。 

また、環境基準の達成状況を把握するため、県では固定測定局による常時監視に

加え、周辺市と連携して騒音実態調査を実施しています。 

これまでの調査の結果、飛行場周辺の一部地域において航空機騒音に係る環境基

準が達成されていないことから、県では、適宜、防衛省等関係機関に対し、環境基

準の早期達成について要請しているところです。 

 

本報告書は、固定測定局における平成２６年度の常時監視結果及び平成２６年 

１０月から１１月にかけて２週間にわたり実施した実態調査結果をとりまとめたも

のです。 

測定結果は、平成２５年度から航空機騒音の環境基準の指標として導入された「時

間帯補正等価騒音レベル（Ｌden）」に加え、参考として、これまでの「加重等価平

均感覚騒音レベル（ＷＥＣＰＮＬ）」による経年変化も示しています。 

 

 本報告書が今後の航空機騒音対策に役立てば幸いに存じます。 

 

 

  平成２８年２月 

         千葉県環境生活部大気保全課長  工 藤  智 子 
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１ 測定目的 

この測定は、下総飛行場周辺における航空機騒音の分布状況等の実態を把握 

するとともに、航空機騒音に係る環境基準の達成状況を確認することを目的に 

実施した。 

 

２ 測定体制及び方法 

(１)固定測定局による常時監視 

  ア 実施機関 

    千葉県 

  イ 測定期間 

    平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

  ウ 測定箇所 

    測定箇所は表１及び図１に示す。 

    県では、飛行場の南北に１箇所ずつ固定測定局を設置し、航空機騒音の 

常時監視を実施している。 

  エ 測定方法及び使用機器 

 測定及び集計・処理は、「航空機騒音測定・評価マニュアル」（平成２４

年１１月 環境省）及び「航空機騒音監視測定マニュアル」（昭和６３年 

７月 環境庁大気保全局）に基づいて実施した。 

使用機器を表２に示す。 

  オ 集計及びデータ処理の方法 

前日の測定データを電話回線により回収し、出力波形から下総飛行場に離

着陸又は通過する航空機騒音を照合している。 

実態調査と同一期間のデータを抽出し、年間値と比較を行うことにより、

年間推計値を算出するための資料とした。 

(２)実態調査 

ア 実施機関 

千葉県、船橋市、松戸市、鎌ケ谷市 

  イ 測定期間 

 平成２６年１０月２９日（水）～１１月１１日（火） 

 （一部測定局のみ平成２６年１０月３１日（金）～１１月１３日（木） 

または平成２６年１１月７日（金）～１１月２０日（木）） 

  ウ 実態調査地点 

調査地点を表３及び図１に示す。 

実態調査では、下総飛行場周辺の１１地点（北側５地点、南側６地点）に

おいて、調査期間中の飛行場に離着陸する航空機の騒音を測定している。 
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調査地点には可搬型航空機騒音自動測定装置を設置した。 

  エ 測定方法及び使用機器 

測定及び集計・処理は、「航空機騒音測定・評価マニュアル」（平成２４

年１１月 環境省）及び「航空機騒音監視測定マニュアル」（昭和６３年 

７月 環境庁大気保全局）に基づいて実施した。 

使用測定機器を表４に示す。 

     なお、各調査地点において、機器設営日及び撤収日について、暗騒音を測

定し参考資料とした。（資料 1 暗騒音調査結果参照） 

  オ 集計及びデータ処理の方法 

    各測定実施機関が、調査終了後データを回収し、出力波形、航空機騒音識

別データ及び実音聴取により照合して、下総飛行場に離着陸又は通過する航

空機騒音を抽出した。 

カ 固定測定局測定結果を用いた年間測定値の推計処理 

実態調査地点の環境基準の達成状況を確認するため、固定測定局における

実態調査期間中の測定結果と年間測定結果とを比較し、その関係と実態調査

地点における調査期間中の測定結果から、年間の騒音推計値を算出した。 

 

表１ 固定測定局地点 

区 

 

分 

№ 所在市 調 査 地 点 名 所在地 

滑  走  路 

中心からの  

距  離 

滑 走 路 

延長線からの 

距 離 

環 境 

基 準 

類 型 

北側 １ 柏 市 
高 柳 局 
(旧風早南部小学校敷地) 

高柳 780 北方向 2.1km 0km Ⅰ 

南側 ２ 鎌 ケ 谷 市 
初  富  局 

（ 初 富 小 学 校 ） 
東初富 1-20-1 南方向 3.0km 東方向 0.2km Ⅰ 

 
 
表２ 固定測定局の使用機器及び設定一覧 

区分 № 調 査 地 点 名 
航空機騒音 

自動測定装置 
騒音計 

閾値 

継続時間 

測定実施 

機関 

北側 １ 
高 柳 局 

(旧風早南部小学校敷地) 
DL-90/R 

㈱小野測器製 

LA-1440 

67dB 

3 秒 
千葉県 

南側 ２ 
初  富  局 

（ 初 富 小 学 校 ） 
DL-90/R 

㈱小野測器製 

LA-1440 

68dB 

3 秒 
千葉県 

※航空機騒音自動測定装置（DL-90/R）は、日東紡音響エンジニアリング㈱ 

（現「日本音響エンジニアリング㈱」）製。 
 

 

 

 

 

 

※ 
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表３ 実態調査地点 

区 

 

分 

№  調 査 地 点 名 所在地 

滑  走  路 

中 心 か ら の 

距  離 

滑 走 路 

延長線からの 

距 離 

環境 

基準 

類型 

北 

 

側 

３ 柏 市 沼 南 公 民 館 大島田 440-1 北方向 4.6km 西方向 0.4km Ⅰ 

４ 〃 沼南老人福祉センター 塚崎 1356  〃  3.5km  〃  0.3km Ⅰ 

５ 〃 塚 崎 運 動 場  塚崎 1454  〃  3.0km 〃   0.9km Ⅰ 

６ 〃 
藤 ヶ 谷 新 田 区 民 館 

（ 旧 ・ 宮 後 青 年 館 ） 
藤ヶ谷新田 4  〃  2.5km 東方向 0.6km Ⅰ 

７ 松 戸 市 松戸市クリーンセンター 高柳新田 37  〃   0.6km 西方向 2.3km ― 

南 

 

側 

８ 鎌ケ谷市 福 太 郎 ア リ ー ナ 初富 860-3 南方向 1.9km 0km Ⅰ 

９ 〃 鎌 ケ 谷 小 学 校 中央 2-1-1 〃  2.9km 西方向 0.9km Ⅰ 

10 白 井 市 冨 士 地 区 消 防 小 屋 冨士 37  〃   3.1km 東方向 1.0km  Ⅰ 

11 鎌ケ谷市 わ た な べ 幼 稚 園 東初富 5-25   〃  3.9km 0km Ⅰ 

12 船 橋 市 咲 が 丘 小 学 校 咲が丘 1-22-1 〃  4.2km 東方向 0.5km Ⅰ 

13 鎌ケ谷市 東 部 学 習 セ ン タ ー 
東 道 野 辺

4-9-50 
〃  5.1km 西方向 0.9km ― 

 

表４ 実態調査の使用機器及び設定一覧 

区

分 
№ 調 査 地 点 名 

航空機騒音 

自動測定装置 
騒音計 

閾値 

継続時間 

測定実施 

機関 

北 

 

側 

３ 沼 南 公 民 館 DL-100/LE 
㈱小野測器製 

LA-4440 

L90＋8dB 

8 秒 
千葉県 

４ 沼南老人福祉センター DL-100/PT 
㈱小野測器製 

LA-1440 

L90＋8dB 

8 秒 
千葉県 

５ 塚 崎 運 動 場 DL-100/PT 
㈱小野測器製 

LA-1440 

L90＋7dB 

8 秒 
千葉県 

６ 
藤 ヶ 谷 新 田 区 民 館 

（ 旧 ・ 宮 後 青 年 館 ） 
DL-100/LE 

㈱小野測器製 

LA-4440 

L90＋10dB 

8 秒 
千葉県 

７ 松戸市クリーンセンター DL-100/PT 
㈱小野測器製 

LA-1440 

60dB 

5 秒 
松戸市 

南 

 

側 

８ 福 太 郎 ア リ ー ナ DL-100/LE 
㈱小野測器製 

LA-4440 

L90＋10dB 

5 秒 
千葉県 

９ 鎌 ケ 谷 小 学 校 DL-100/PT 
㈱小野測器製 

LA-1440 

L90＋10dB 

8 秒 
千葉県 

10 冨 士 地 区 消 防 小 屋 DL-100/LE 
㈱小野測器製 

LA-4440 

L90＋10dB 

8 秒 
千葉県 

11 わ た な べ 幼 稚 園 DL-100/PT 
㈱小野測器製 

LA-1440 

L90＋10dB 

8 秒 
千葉県 

12 咲 が 丘 小 学 校 DL-100/LE 
㈱小野測器製 

LA-4440 

L90＋8dB 

8 秒 
船橋市 

13 東 部 学 習 セ ン タ ー DL-100/LE 
㈱小野測器製 

LA-4440 

L90＋4dB 

8 秒 
鎌ケ谷市 

  

※ 

※可搬型航空機騒音自動測定装置（DL-100/PT，DL-100/LE）は、いずれも日東紡音響エンジニアリング㈱ 

（現「日本音響エンジニアリング㈱」）製。 
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図１ 調査地点配置図 

 
 航空機騒音に係る類型指定地域  ◆固定測定局（№1 柏市高柳局、№2 鎌ケ谷市初富局） 
 （飛行場・工業専用地域は除外） ●実態調査地点（№3～13） 

 

 
 
 

③ 

6 
● 

④ 

⑤ 
⑥ 

⑦ 

② 

① 

⑧ 

⑨ 
⑩ 

⑪ 

⑫ 

⑬ 



 - 5 -  

３ 測定結果及びその評価 

（１）測定結果一覧 

平成２６年度の測定結果は、表５のとおりである。 

 

表５ 下総飛行場周辺航空機騒音測定結果（平成２６年度） 

 

 

（２）環境基準達成状況 

 千葉県では、環境基準の地域類型指定において主に住宅の用に供される地域を

Ⅰ類型地域、その他の地域をⅡ類型地域として指定しており、各々の環境基準値

は表６のとおりである。 

 なお、平成２５年４月から航空機騒音に係る環境基準の評価指標が加重等価平

均感覚騒音レベル（ＷＥＣＰＮＬ）から時間帯補正等価騒音レベル（Lden）に変更

となり、それに併せて環境基準値も変更となった。 

 ２６年度の環境基準達成状況は、評価対象となる１１地点（全てⅠ類型指定地

域内）のうち、環境基準を達成したのは９地点であり、達成率は８２％であった。 

 

 

  

最 小 最 大 平 均 値 最 小 最 大 ２週間値
年 間
推 計 値

北

　

側

固

定

局
1

高 柳 局
（旧風早南部小学校敷地）

0 66 18 95.9 36.9 60.8 56.3 58 × 57.5 58

南

　

側

固

定

局
2

初 富 局
（ 初 富 小 学 校 ）

0 60 16 89.9 32.4 57.3 51.8 51 ○ 51.2 51

3 沼 南 公 民 館 0 71 20 84.0 25.9 51.4 47.2 49 ○ 46.3 46

4
沼 南 老 人
福 祉 セ ン タ ー

0 67 22 85.7 31.3 55.0 49.7 51 ○ 50.0 50

5 塚 崎 運 動 場 0 82 22 80.4 33.9 49.0 43.7 45 ○ 42.2 42

6
藤 ヶ 谷 新 田 区 民 館
（ 旧 ・ 宮 後 青 年 館 ）

0 64 19 77.4 25.7 48.2 43.5 45 ○ 46.2 46

7
松 戸 市
ク リ ー ン セ ン タ ー

0 44 12 83.4 28.6 47.5 41.9 43 ― 39.8 40

8 福 太 郎 ア リ ー ナ 0 73 19 99.3 45.2 66.5 60.1 60 × 55.9 55

9 鎌 ケ 谷 小 学 校 0 47 14 79.2 20.7 45.3 39.2 39 ○ 38.5 38

10 富 士 地 区 消 防 小 屋 0 28 11 76.0 21.8 40.3 35.9 35 ○ 38.5 38

11 わ た な べ 幼 稚 園 0 65 22 89.9 31.6 58.3 53.5 52 ○ 51.1 51

12 咲 が 丘 小 学 校 0 60 24 85.4 16.0 49.4 43.9 42 ○ 44.6 44

13 東 部 学 習 セ ン タ ー 0 60 16 84.9 23.7 53.8 47.9 47 ― ― ―

(注) １　L denの最小については騒音発生回数が０の日を除く。

２　環境基準の地域類型は、指定地域外の東部学習センター及び松戸市クリーンセンターを除き全てⅠ類型（基準は57dB）である。

３　年間L denの推計は、北側調査地点については高柳局の、南側調査地点については初富局の相当する2週間値と年間実測値の差分を足したもの。

４　固定測定局（No.1及び2）の「年間L den推計値」には、年間L den実測値を記入。

５　平成２５年度は福太郎アリーナではなく福太郎スタジアム（同一敷地内）で測定を行っている。
６　東部学習センターは平成２５年度に共同調査に参加していないため未評価。（調査期間が異なる。）

環境 基準
（≦57dB）

の
達成 状況

25 年 度
調査 期間

L den

25 年 度

年 間 L den

推 計 値

実
態
調
査
南
側

実
態
調
査
北
側

L den（ｄB）
区
分

No. 調査地点名

騒音発生回数(回/日) 1機ごとの騒音
ピークレベルの

最大値
(dB)

注１

注５

注２

注４

注３

注６

注４注４

注４

（ｄB） （ｄB）
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表６ 評価指標と新旧環境基準値 

評価指標 Ⅰ類型地域 

（主に住宅の用に供され

る地域） 

Ⅱ類型地域 

（その他の地域） 

Lden（環境基準） ５７ｄＢ ６２ｄＢ 

WECPNL（旧環境基準） ７０ ７５ 

 

（３）実態調査結果 

 ア 騒音発生回数 

（ア）実態調査期間中の騒音発生回数 

各地点における実態調査期間中の騒音発生回数の状況を表７に示す。 

騒音発生回数は、各地点とも日によって変動が大きく、最大で一日 82 回確

認され、全く航空機騒音が確認されない日もあった。各測定地点での日平均

騒音発生回数は 11～24 回/日である。 

 

表７ 騒音発生回数 

 

単位：回／日

10/29 10/30 10/31 11/1 11/2 11/3 11/4 11/5 11/6 11/7 11/8 11/9 11/10 11/11 11/12 11/13

（水） （木） （金） （土） （日） （月） （火） （水） （木） （金） （土） （日） （月） （火） （水） （木）

北

　

側

固

定

局
1

高 柳 局
（ 旧風早南 部小学校敷 地）

29 9 13 2 3 1 66 24 41 3 0 0 35 32 30 53 258 66 18

南

　

側

固

定

局
2

初 富 局
（ 初 富 小 学 校 ）

23 6 13 0 3 1 60 19 40 1 0 1 31 29 21 58 227 60 16

3 沼 南 公 民 館 30 10 15 2 3 1 71 24 44 5 3 0 39 36 283 71 20

4
沼 南 老 人 福 祉
セ ン タ ー

14 2 3 1 67 23 41 4 0 0 33 33 32 53 306 67 22

5 塚 崎 運 動 場 29 10 15 2 0 1 82 25 52 9 0 0 42 35 302 82 22

6
藤 ヶ 谷 新 田 区 民 館
（ 旧 ・ 宮 後 青 年 館 ）

26 9 13 2 1 1 64 27 42 1 3 0 38 34 261 64 19

7
松 戸 市
ク リ ー ン セ ン タ ー

5 1 3 0 0 1 44 19 33 1 2 0 29 27 165 44 12

8 福 太 郎 ア リ ー ナ 24 7 13 0 3 1 73 23 51 3 0 0 31 32 261 73 19

9 鎌 ケ 谷 小 学 校 16 7 14 0 3 3 47 14 27 2 0 2 30 28 193 47 14

10 冨 士 地 区 消 防 小 屋 20 8 13 0 1 1 20 9 25 1 0 2 24 28 152 28 11

11 わ た な べ 幼 稚 園 13 0 4 2 65 21 43 6 2 4 31 30 21 59 301 65 22

12 咲 が 丘 小 学 校 5 2 0 32 28 22 60 341 60 24

13 東 部 学 習 セ ン タ ー 20 5 9 0 2 1 60 18 40 1 0 0 31 30 217 60 16

11/14 11/15 11/16 11/17 11/18 11/19 11/20

（金） （土） （日） （月） （火） （水） （木）

飛

行

場

南

側 12 咲 が 丘 小 学 校 30 1 3 23 34 58 43
※初富局及び高柳局の集計値は10月29日～11月11日のもの

南

側

固

定

局
2

初 富 局
（ 初 富 小 学 校 ）

28 1 0 19 35 51 43

日
平
均

実
態
調
査
北
側

実
態
調
査
南
側

区
分

No. 調査地点名

調　査　期　間　中　の　日　騒　音　回　数 合
 

計

最
 

大

※ ※ ※

※ ※ ※
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（イ）時間帯別騒音発生回数 

各地点における騒音発生回数を時間帯別に見ると表８のとおりであった。 

全地点とも７時～19 時の昼間の時間帯に集中し（全体の 99.8％）、騒音の

評価値に大きく影響する早朝（０時から７時まで）及び深夜（22 時から 24

時まで）における騒音発生はそれぞれ 0.1％であった。 

 

 

表８ 時間帯別騒音発生回数 

 
 

 

0～7時 7～19時 19～22時 22～24時

北

　

側

固

定

局
1

高 柳 局
（ 旧 風 早 南 部 小 学 校敷 地 ）

1 256 0 1 258

南
　

側

固
定

局
2

初 富 局
（ 初 富 小 学 校 ） 0 227 0 0 227

3 沼 南 公 民 館 1 281 0 1 283

4
沼 南 老 人 福 祉
セ ン タ ー 0 305 1 0 306

5 塚 崎 運 動 場 1 300 0 1 302

6
藤 ヶ 谷 新 田 区 民 館
（ 旧 ・ 宮 後 青 年 館 ） 1 260 0 0 261

7
松 戸 市
ク リ ー ン セ ン タ ー 0 165 0 0 165

8 福 太 郎 ア リ ー ナ 0 261 0 0 261

9 鎌 ケ 谷 小 学 校 0 193 0 0 193

10 冨 士 地 区 消 防 小 屋 0 152 0 0 152

11 わ た な べ 幼 稚 園 0 301 0 0 301

12 咲 が 丘 小 学 校 0 341 0 0 341

13 東 部 学 習 セ ン タ ー 0 217 0 0 217

3 3003 1 2 3009

(0.1) (99.8) (0.0) (0.1) (100.0) 

計

全体の割合(％)

区
分

No.

単位：回／2週間

調 査 地 点 名

時 間 帯 別 騒 音 発 生 回 数

合 計

実
態
調
査
南
側

実
態
調
査
北
側
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イ 航空機騒音の最大騒音レベル 

（ア）最大騒音レベルのパワー平均値等 

各地点における１機ごとの最大騒音レベルの範囲と、１日ごと及び２週間

のパワー平均値を表９に示す。 

各地点での１機ごとの最大騒音レベルの最小値は 49.8～71.2dB の範囲に、

最大値は 76.0～99.3dB の範囲にあった。なお、期間中の最大値は、福太郎ア

リーナの 99.3dB であった。 

１日ごとのパワー平均値は各地点とも概して変動が大きく、これは飛行コ

ース、機種、騒音発生回数等が一定でないことによるものと考えられる。 

２週間のパワー平均は、65.5～93.3dB の範囲にあり、飛行コース北側直下

の福太郎アリーナで最大値を示した。 

 

表９ 最大騒音レベルのパワー平均値等 

 
 

単位：dB

10/29 10/30 10/31 11/1 11/2 11/3 11/4 11/5 11/6 11/7 11/8 11/9 11/10 11/11 11/12 11/13

最 小 最 大 （水） （木） （金） （土） （日） （月） （火） （水） （木） （金） （土） （日） （月） （火） （水） （木）
北

側

固

定

局

1 高 柳 局
（ 旧風早 南部小学校 敷地）

71.2 95.9 89.2 91.1 90.2 89.4 88.5 75.9 87.2 87.1 86.4 77.1 ― ― 87.1 86.9 88.9 83.5 87.7

南

側

固

定

局

2
初 富 局
（ 初 富 小 学 校 ）

70.0 89.9 81.5 80.7 83.9 ― 79.4 77.6 82.3 82.2 82.8 82.7 ― 70.1 83.0 82.2 84.3 82.9 82.4

3 沼 南 公 民 館 58.5 84.0 74.2 75.6 74.1 80.0 71.6 63.5 74.1 76.5 74.8 72.4 65.5 ― 74.7 75.3 74.8

4
沼 南 老 人 福 祉
セ ン タ ー

63.8 85.7 77.3 79.8 71.4 68.9 78.5 77.8 77.9 71.6 ― ― 78.2 78.6 79.1 75.8 77.9

5 塚 崎 運 動 場 56.1 80.4 67.7 66.8 66.9 72.1 ― 74.6 69.4 71.8 70.2 66.1 ― ― 69.6 71.1 69.8

6
藤 ヶ 谷 新 田 区 民 館
（ 旧 ・ 宮 後 青 年 館 ）

60.5 77.4 71.3 72.0 70.3 75.0 67.1 68.9 70.8 71.7 71.2 66.0 64.3 ― 70.5 71.4 71.1

7
松 戸 市
ク リ ー ン セ ン タ ー

63.1 83.4 71.7 72.2 66.0 ― ― 74.6 71.9 73.7 71.4 75.1 64.0 ― 71.1 71.7 71.9

8 福 太 郎 ア リ ー ナ 70.3 99.3 89.9 89.4 87.9 ― 91.9 92.2 94.0 93.5 93.4 87.1 ― ― 94.8 94.0 93.3

9 鎌 ケ 谷 小 学 校 54.8 79.2 65.2 67.5 66.9 ― 66.4 63.4 69.1 65.2 67.5 75.5 ― 59.3 64.9 67.4 67.5

10 冨 士 地 区 消 防 小 屋 53.2 76.0 65.3 67.9 68.0 ― 71.0 65.3 61.7 64.8 64.6 64.2 ― 73.1 63.4 65.5 65.5

11 わ た な べ 幼 稚 園 55.0 89.9 78.4 ― 75.7 78.3 83.3 82.4 84.0 76.5 67.2 70.1 84.1 84.0 84.6 83.4 83.3

12 咲 が 丘 小 学 校 49.8 85.4 70.2 66.3 ― 70.3 69.3 72.1 72.9 72.0

13 東 部 学 習 セ ン タ ー 58.3 84.9 70.8 73.7 63.9 ― 64.5 64.7 78.5 78.5 79.3 65.4 ― ― 78.9 80.2 78.4

11/14 11/15 11/16 11/17 11/18 11/19 11/20

（金） （土） （日） （月） （火） （水） （木）
飛

行

場

南

側

12 咲 が 丘 小 学 校 ― ― 76.8 60.1 55.9 73.5 68.2 69.3 70.9

固

定

局

南

側

2
初 富 局
（ 初 富 小 学 校 ）

― ― 79.7 78.9 ― 80.0 82.2 82.3 83.0

(注)

実
態
調
査
北
側

１ 騒音発生回数が０の日は"－"印とした。

２ 各地点の最小（０の日を除く）は斜体下線､最大は太字下線で記す。

３ ２週間平均値は全データをパワー平均したものである。

４ 初富局及び高柳局の最小値・最大値並びに2週間平均値は10月29日から11月11日を対象としている。

実
態
調
査
南
側

区
分

No. 調 査 地 点 名

１機毎の最大
騒音レベル

調 査 期 間 中 の 日 間 最 大 騒 音 レ ベ ル の パ ワ ー 平 均
２週間
平均値



 - 9 -  

（イ）最大騒音レベルの階級別発生回数 

各地点における最大騒音レベルの階級別発生回数を表 10 及び図２に示す。 

滑走路延長線上の飛行コース直下の測定局（福太郎アリーナ、わたなべ幼

稚園、初富局、高柳局）では、80dB を超える最大騒音レベルが多く、特に福

太郎アリーナ（滑走路南端から約 0.8km）では調査期間最大値 99.3dB の騒音

が観測された。滑走路延長線から遠ざかるにつれて最大騒音レベルは低くな

った。 

 

表 10 最大騒音レベルの階級別発生回数 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～60dB
60～
65dB

65～
70dB

70～
75dB

75～
80dB

80～
85dB

85～
90dB

90～
95dB

95～
100dB

100dB～

北

側

固

定

局

1
高 柳 局
（ 旧風 早南部小学 校敷地） 0 0 0 9 29 65 107 45 3 0 258

南

側

固

定

局

2
初 富 局
（ 初 富 小 学 校 ） 0 0 0 6 29 183 9 0 0 0 227

3 沼 南 公 民 館 2 16 84 94 70 17 0 0 0 0 283

4
沼 南 老 人 福 祉
セ ン タ ー 0 1 15 75 168 45 2 0 0 0 306

5 塚 崎 運 動 場 18 55 150 65 13 1 0 0 0 0 302

6
藤 ヶ 谷 新 田 区 民 館
（ 旧 ・ 宮 後 青 年 館 ） 0 16 113 115 17 0 0 0 0 0 261

7
松 戸 市
ク リ ー ン セ ン タ ー 0 2 30 121 11 1 0 0 0 0 165

8 福 太 郎 ア リ ー ナ 0 0 0 27 18 11 13 130 62 0 261

9 鎌 ケ 谷 小 学 校 2 75 100 12 4 0 0 0 0 0 193

10 冨 士 地 区 消 防 小 屋 19 87 36 9 1 0 0 0 0 0 152

11 わ た な べ 幼 稚 園 2 6 14 11 8 218 42 0 0 0 301

12 咲 が 丘 小 学 校 21 15 170 98 30 6 1 0 0 0 341

13 東 部 学 習 セ ン タ ー 5 20 12 8 128 44 0 0 0 0 217

69 293 724 650 526 591 174 175 65 0 3267

(2.1) (9.0) (22.2) (19.9) (16.1) (18.1) (5.3) (5.4) (2.0) (0.0) (100.0) 

実
態
調
査
南
側

実
態
調
査
北
側

合　　計

 全体の割合（％）

合 計

最大騒音 レ ベ ル の　階　級　別 発 生 回 数 (回／２週間)

調 査 地 点 名
区
分

No.
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図２ 最大騒音レベル別の発生回数 
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ウ 時間帯補正等価騒音レベル（Lden） 

各地点の調査期間中の Lden値を表 11及び図３に示す。 

日ごとの Lden値は変動が大きく、騒音発生回数が少ない日は Lden値も小さくなっ

た。 

各地点での調査期間 Lden値は、35.9～60.1dB の範囲にあり、飛行コース南側直

下の福太郎アリーナで最大値を示した。 

 

表 11 調査期間中の Lden 

 

10/29 10/30 10/31 11/1 11/2 11/3 11/4 11/5 11/6 11/7 11/8 11/9 11/10 11/11 11/12 11/13

（水） （木） （金） （土） （日） （月） （火） （水） （木） （金） （土） （日） （月） （火） （水） （木）
北

側

固

定

局

1
高 柳 局
（ 旧 風 早 南 部 小 学 校敷 地）

60.5 58.9 56.4 48.0 49.7 36.9 60.8 56.3 58.2 37.9 ― ― 58.0 57.8 59.4 56.6 56.3

南

側

固

定

局

2
初 富 局
（ 初 富 小 学 校 ）

52.3 46.1 51.7 ― 43.2 36.3 57.3 52.6 56.0 38.3 ― 32.4 55.0 54.3 54.5 57.3 51.8

3 沼 南 公 民 館 50.9 47.4 43.8 41.2 36.9 25.9 51.4 48.7 50.1 36.9 32.3 ― 49.3 50.0 47.2

4
沼 南 老 人 福 祉
セ ン タ ー

47.0 41.3 36.5 31.3 55.0 50.1 52.4 35.1 ― ― 51.9 52.2 52.6 51.6 49.7

5 塚 崎 運 動 場 46.2 38.8 38.5 33.9 ― 35.5 49.0 44.6 47.5 34.8 ― ― 46.5 47.4 43.7

6
藤 ヶ 谷 新 田 区 民 館
（ 旧 ・ 宮 後 青 年 館 ）

47.0 40.3 40.5 36.8 26.3 31.4 48.2 45.7 46.9 25.7 31.0 ― 45.8 46.4 43.5

7
松 戸 市
ク リ ー ン セ ン タ ー

37.4 32.1 31.6 ― ― 33.7 47.5 45.9 46.1 30.8 28.6 ― 45.3 45.7 41.9

8 福 太 郎 ア リ ー ナ 58.4 52.9 54.7 ― 51.8 47.2 66.5 61.1 64.5 45.2 ― ― 63.4 63.2 60.1

9 鎌 ケ 谷 小 学 校 38.1 36.1 38.6 ― 31.6 29.0 45.3 38.2 42.4 38.9 ― 20.7 40.8 43.0 39.2

10 冨 士 地 区 消 防 小 屋 39.2 36.7 40.3 ― 32.6 21.8 35.2 35.0 38.1 23.7 ― 35.0 35.8 39.5 35.9

11 わ た な べ 幼 稚 園 46.7 ― 40.7 39.8 58.3 52.9 57.4 41.4 31.6 36.3 55.7 55.9 54.5 57.8 53.5

12 咲 が 丘 小 学 校 34.0 30.6 ― 43.9 42.3 44.1 48.1 43.9

13 東 部 学 習 セ ン タ ー 41.6 38.5 33.3 ― 27.5 23.7 53.8 48.5 53.3 24.5 ― ― 51.1 52.8 47.9

10/31 11/1 11/2 11/3 11/4 11/5 11/6

（金） （土） （日） （月） （火） （水） （木）
実

態

調

査

南

側

12 咲 が 丘 小 学 校 49.4 16.0 20.2 46.1 41.8 45.2 45.2

南

側

固

定

局

2
初 富 局
（ 初 富 小 学 校 ）

51.9 36.9 ― 50.4 54.5 56.4 56.4

(注) １　各地点の最小（騒音発生回数が０の日は除く）は斜体下線、最大は太字下線で記す。

２　２週間平均値は日ごとのLdenをパワー平均したものである（騒音発生回数が０の日も含む）。

３　初富局及び高柳局の最小値・最大値並びに2週間値は対象期間を10月29日から11月11日としている。

実
態
調
査
北
側

区
分

No. 調 査 地 点 名

 １日ごとの時間帯補正等価騒音レベルL den(dB)
調査期間

L den(dB)

実
態
調
査
南
側
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図３ 実態調査期間中の Lden 

 
 航空機騒音に係る類型指定地域  ◆固定測定局（№1 柏市高柳局、№2 鎌ケ谷市初富局） 
 （飛行場・工業専用地域は除外） ●実態調査地点（№3～13） 

 
（単位 dB） 

 
 

③ 

⑬ 
● 

⑤ 
10 

⑦ 

② 

① 

47.2 

49.7 

43.7 

43.5 

41.9 

60.1 

39.2 
35.9 

51.8 

56.3 

53.5 

43.9 

47.9 

⑧ 

⑨ 
⑩ 

⑪ 

⑫ 

④ 

⑥ 



 - 14 -  

（４）年間 Lden値 

ア 固定測定局における測定結果 

調査期間中の固定測定局（No.1 高柳局：旧風早南部小学校敷地，No.2 初富局：

初富小学校）の測定結果は表 12のとおりであった。 

また、最大騒音レベルのパワー平均及び Lden値については、調査期間中の平均値、

年間平均値ともに、飛行場に近い高柳局の方が初富局より高い値を示した。 

 
表 12 固定測定局測定結果 

 
※年間平均値：平成 26年 4月から平成 27年 3月までの平均値(最大騒音レベル及び Ldenについてはパワー平均値) 

 

イ 実態調査地点における年間 Lden値の推計 

固定測定局２局を基準点として、期間中を含む年間の測定結果（平成２６年度）

をもとに、「航空機騒音測定・評価マニュアル」（平成２４年１１月 環境省水

大気環境局。詳細は参 31 ページを参照）により各地点の年間 Lden値を推計した。 

その結果は表 13 及び図４のとおりで、35～60dB の範囲にあった。 

 

表 13 年間 Lden推計値 

 

 

 

測定項目 測定項目

87.7 56.3 16.2 82.4 51.8 
90.1 57.6 13.3 82.4 51.3 

期間平均値期間平均値 18.4 
年間平均値年間平均値 15.6 

[飛行場南側][飛行場北側]

No.2 初富局（初富小学校）No.1 高柳局（旧風早南部小学校敷地）

平均騒音
発生回数
（回／日）

最大騒音
ﾚﾍﾞﾙの

ﾊﾟﾜｰ平均(dB)
L den(dB)

平均騒音
発生回数
（回／日）

最大騒音
ﾚﾍﾞﾙの

ﾊﾟﾜｰ平均(dB)
L den(dB)

単位：dB

区
分

No. 調 査 地 点 名
調査期間中

L den
年間L den推計値 備　考

3 沼 南 公 民 館 47.2 49

4 沼南老人福祉 セ ン ター 49.7 51

5 塚 崎 運 動 場 43.7 45

6
藤 ヶ 谷 新 田 区 民 館
（ 旧 ・ 宮 後 青 年 館 ） 43.5 45

7 松戸市クリーンセンター 41.9 43

8 福 太 郎 ア リ ー ナ 60.1 60

9 鎌 ケ 谷 小 学 校 39.2 39

10 冨 士 地 区 消 防 小 屋 35.9 35

11 わ た な べ 幼 稚 園 53.5 52

12 咲 が 丘 小 学 校 43.9 42

13 東 部 学 習 セ ン タ ー 47.9 47

※１～３　 調査期間が他の調査地点と異なる（平成２６年１０月２９日から１１月１１日ではない）ため、個々の調査期
間に対応した固定測定局データを用いて補正を行った。

実
態
調
査
南
側

鎌ケ谷市初富局の年間平均値と
期間平均値の差で補正

 (51.3-51.8=-0.5dB)
※２（51.3-52.9=-1.6dB）
※３（51.3-53.1=-1.8dB）

柏市高柳局の年間平均値と
期間平均値の差で補正

(57.6-56.3=+1.3dB)
※１（57.6-55.9=+1.7dB）

実
態
調
査
北
側

※２

※３

※１
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図４ 環境基準の指定地域と年間 Lden値の推計値 

 
 航空機騒音に係る類型指定地域  ◆固定測定局（№1 柏市高柳局、№2 鎌ケ谷市初富局） 
（飛行場・工業専用地域は除外）  ●実態調査地点（№3～13） 

 
（単位 dB） 
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⑬ 



 - 16 -  

（５）地点別調査結果 

ア 高柳局（旧風早南部小学校敷地）(No.1) 

滑走路中心から北側約 2.1km に位置し、飛行コース直下の地点である。平成

22 年度途中に小学校移転に伴い測定を休止し、校舎屋上にあったマイクロホン

を地上 5ｍの高さに移設し、平成 23 年度途中から測定を再開している。 

実態調査期間中の１機ごとの最大騒音レベルの最大値は 95.9dB であった。実

態調査期間中の最大騒音レベルごとの発生回数は80～95dBの範囲での発生回数

が多く 84％を占めた。 

実態調査期間中の Lden値は 56.3dB であった。 

Lden年間平均値は 58dB であり、環境基準を超過した。 

 

イ 初富局（初富小学校）(No.2) 

滑走路中心から南側約 3.0km に位置し、滑走路延長から東側約 0.2km で、飛

行コースのほぼ直下に位置している。 

実態調査期間中の１機ごとの最大騒音レベルの最大値は 89.9dB であり、最大

騒音レベルごとの発生回数は 75～85dB の範囲での発生回数が多く 93％を占め

た。 

調査期間中の Lden値は 51.8dB であった。 

Lden年間平均値は 51dB であり、環境基準を達成した。 

 

ウ 沼南公民館 (No.3) 

滑走路中心から北側約 4.6km、滑走路延長線から西側に約 0.4km の地点に位置

し、北側への離陸機のほぼ飛行コース直下にあることから、主として航空機の

離着陸時及び旋回時に騒音の影響を受ける。 

１機ごとの最大騒音レベルの最大値は 84.0dB で、最大騒音レベルごとの発生

回数は 65～80dB の範囲での発生回数が多く 88％を占めた。 

調査期間中の Lden値は 47.2dB であった。また、年間の Lden推計値は 49dB であ

り、環境基準を達成した。 

 

エ 沼南老人福祉センター(No.4) 

滑走路中心から北側約 3.5km、滑走路延長線から西側に約 0.4km の地点に位置

し、主として航空機の離着陸時及び小旋回時に騒音の影響を受ける。 

１機ごとの最大騒音レベルの最大値は 85.7dB で、最大騒音レベルごとの発生

回数は 70～80dB の範囲での発生回数が多く 79％を占めた。 

調査期間中の Lden値は 49.7dB であった。また、年間の Lden推計値は 51dB であ

り、環境基準を達成した。 

 

オ 塚崎運動場(No.5) 

滑走路中心から北側約 3.0km、滑走路延長線から西側に約 0.9km の地点に位置

し、主として航空機の離着陸時及び小旋回時に騒音の影響を受ける。 

１機ごとの最大騒音レベルの最大値は 80.4dB で、最大騒音レベルごとの発生

回数は 60～75dB の範囲での発生回数が多く 89％を占めた。 

調査期間中の Lden値は 43.7dB であった。また、年間の Lden推計値は 45dB であ
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り、環境基準を達成した。 

 

カ 藤ヶ谷新田区民館（旧・宮後青年館） (No.6) 

滑走路中心から北側約 2.5km、滑走路延長線から東側に約 0.6km の地点に位置

し、主として航空機の離着陸時及び旋回時に騒音の影響を受ける。 

１機ごとの最大騒音レベルの最大値は 77.4dB で、最大騒音レベルごとの発生

回数は 65～75dB の範囲での発生回数が多く 87％を占めた。  

調査期間中の Lden値は 43.5dB であった。また、年間の Lden推計値は 45dB であ

り、環境基準を達成した。 

 

キ 松戸市クリーンセンター(No.7)（松戸市測定） 

滑走路中心から北側約 0.6km、滑走路延長線から西側約 2.4km の地点に位置し

ている。飛行場の西側にあり、環境基準の類型指定地域外で、主として北側へ

離陸した後に大きく旋回する航空機の騒音の影響を受ける。騒音発生回数は 165

回と期間中の測定地点の中では二番目に少なかった。 

１機ごとの最大騒音レベルの最大値は 83.4dB で、最大騒音レベルごとの発生

回数は 70～75dB の範囲での発生回数が多く 73％を占めた。  

調査期間中の Lden値は 41.9dB であった。また、年間の Lden推計値は 43dB とな

っている。 

 

ク 福太郎アリーナ（No.8) 

平成２５年度は耐震工事のため隣接する福太郎スタジアムで測定を行った。 

滑走路中心から南側約 1.9km に位置し、飛行コース直下近傍の地点であるた

め、航空機の離着陸時に高い騒音レベルを記録する場合が多い。 

１機ごとの最大騒音レベルの最大値は99.3dBで調査期間中の全ての測定局で

最も大きい値を示した。最大騒音レベルごとの発生回数は 90dB 以上での発生回

数が多く 74％を占めた。 

調査期間中の Lden値は 60.1dB で全調査地点中最も大きい値であった。また、

年間の Lden推計値は 60dB であり、平成２５年度は達成していた環境基準を超過

した。 

 

ケ 鎌ケ谷小学校(No.9) 

滑走路中心から南側約 2.9km、滑走路延長線から西側に約 0.9km の地点に位置

し、主として南側から着陸する航空機の旋回時に騒音の影響を受け、騒音発生

回数は 193 回であった。 

１機ごとの最大騒音レベルの最大値は 79.2dB で、最大騒音レベルごとの発生

回数は 60～70dB の範囲での発生回数が多く 91％を占めた。 

調査期間中の Lden値は 39.2dB で全調査地点中二番目に小さな値であった。ま

た、年間の Lden推計値は 39dB と二番目に小さな数値であり、環境基準を達成し

た。 

 

 

 



 - 18 -  

 

コ 冨士地区消防小屋(No.10) 

滑走路中心から南側約 3.1km、滑走路延長線から東側に約 1.0km の地点に位置

し，主として航空機の旋回時に騒音の影響を受ける。 

騒音発生回数は 152 回と期間中の測定地点の中では最も少なかった。 

１機ごとの最大騒音レベルの最大値は 76.0dB で、最大騒音レベルごとの発生

回数は 60～70dB の範囲での発生回数が多く 81％を占めた。 

調査期間中の Ldenは 35.9dB で全調査地点中最も小さな値であった。また、年

間の Lden推計値は 35dB であり調査地点中で最も小さく、環境基準を達成した。 

 

サ わたなべ幼稚園(No.11) 

滑走路中心から南側約 3.9km、滑走路延長線直下の地点に位置する。主として

南側から着陸する飛行コースのほぼ直下に位置しているため１機ごとの騒音レ

ベルが高く、１機ごとの最大騒音レベルの最大値は 89.9dB であった。 

また、最大騒音レベルごとの発生回数は 80～90dB の範囲での発生回数が多く

86％を占めた。 

調査期間中の Lden値は 53.5dB であった。また、年間の Lden推計値は 52dB であ

り、環境基準を達成した。  

 

シ 咲が丘小学校(No.12)（船橋市測定） 

滑走路中心から南側約 4.2km、滑走路延長線から東側に 0.5 km の地点に位置

し、類型指定地域内で最も南側の測定点である。主として南側へ離陸する航空

機の東旋回時に騒音の影響を受ける。 

調査期間中の航空機騒音発生回数は、341 回で全測定局中最も多い。 

１機ごとの最大騒音レベルの最大値は 85.4dB で、最大騒音レベルごとの発生

回数は 65～75dB の範囲での発生回数が多く 79％を占めた。 

調査期間中の Lden値は 43.9dB であった。また、年間の Lden推計値は 42dB であ

り、環境基準を達成した。 

 

ス 東部学習センター (No.13)（鎌ケ谷市測定） 

滑走路中心から南側約 5.1km、滑走路延長線から西側に 0.9 km の地点に位置

し、全測定点で最も南側の測定点である。主として南側へ離陸する航空機の西

旋回時に騒音の影響を受ける。環境基準の類型指定地域外である。 

１機ごとの最大騒音レベルの最大値は 84.9dB で、最大騒音レベルごとの発生

回数は 75～85dB の範囲での発生回数が多く 79％を占めた。 

調査期間中の Lden値は 47.9dB であった。また、年間の Lden推計値は 47dB であ

った。 
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４ 測定結果の経年変化 

（１）Lden値の経年変化 

  評価指標が Ldenとなった平成２５年度以降のデータを表 14 及び図５に示す。滑

走路延長線上局（高柳局、初富局、わたなべ幼稚園など）の値はほぼ横ばいであ

った。 

それ以外の局については、各年度の結果は調査時の旋回方向に左右されるため、

３ｄB程度の変化が生じている地点もあるが、全体的にはほぼ横ばいであった。 

 

表 14 年間 Lden推計値一覧表 

 
 

図５ ２年間の年間 Lden推計値推移 

北側                  南側 

 

北

側

固

定

局
1

高 柳 局
（ 旧風早南部小学校敷地）

58 58

南

側

固

定

局

2
初 富 局
（ 初 富 小 学 校 ）

51 51

3 沼 南 公 民 館 46 49

4 沼 南 老 人 福 祉 セ ン タ ー 50 51

5 塚 崎 運 動 場 42 45

6
藤 ヶ 谷 新 田 区 民 館
（ 旧 ・ 宮 後 青 年 館 ）

46 45

7
松 戸 市
ク リ ー ン セ ン タ ー

40 43

福 太 郎 ア リ ー ナ 60

福 太 郎 ス タ ジ ア ム 55

9 鎌 ケ 谷 小 学 校 38 39

10 富 士 地 区 消 防 小 屋 38 35

11 わ た な べ 幼 稚 園 51 52

12 咲 が 丘 小 学 校 44 42

13 東 部 学 習 セ ン タ ー 47

H26
区
分

No.

実
態
調
査
北
側

実
態
調
査
南
側

8

地　　点　　名 H25

32

37

42

47

52

57

62

高柳局

沼南公民館

沼南老人福祉セン

ター

塚崎運動場

藤ヶ谷新田区民館

松戸市

クリーンセンター
32

37

42

47

52

57

62
初富局

福太郎アリーナ

福太郎スタジアム

鎌ケ谷小学校

富士地区消防小屋

わたなべ幼稚園

咲が丘小学校

東部学習センター
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（２）ＷＥＣＰＮＬの算出と旧環境基準値による評価 

長期経年比較のため、参考として平成２４年度まで採用されていたＷＥＣＰＮ

Ｌ（年間ＷＥＣＰＮＬ推定値）を算出し、経年変化の確認と旧環境基準値との比

較を行った。 

各測定局の年間ＷＥＣＰＮＬ推定値と旧環境基準値による評価結果を表15及び

図６に示す。 

その結果、環境基準の評価対象となる１１局（すべてⅠ類型地域）のうち、９

局が旧環境基準値（Ⅰ類型７０ＷＥＣＰＮＬ）以下となり、仮に旧環境基準を適

用した場合の達成率は８２％と試算された。 

 

表 15 年間 WECPNL 推定値と旧環境基準値による評価結果 

 

最 小 最 大 平 均 値 最 小 最 大 ２ 週 間 値 最 小 最 大 ２ 週 間 値

北

　

側

固

定

局
1

高 柳 局
（旧風早南部小学校敷地）

0 66 18 95.9 75.9 91.1 87.7 48.9 78.4 73.9 75.3 ×

南

　

側

固

定

局
2

初 富 局
（ 初 富 小 学 校 ）

0 60 16 89.9 70.1 83.9 82.4 43.1 73.1 67.5 66.9 ○

3 沼 南 公 民 館 0 71 20 84.0 63.5 80.0 74.8 36.5 65.7 61.1 62.5 ○

4
沼 南 老 人
福 祉 セ ン タ ー

0 67 22 85.7 68.9 79.8 77.9 41.9 69.8 64.4 66.3 ○

5 塚 崎 運 動 場 0 82 22 80.4 66.1 74.6 69.8 47.6 61.6 56.3 57.7 ○

6
藤 ヶ 谷 新 田 区 民 館
（ 旧 ・ 宮 後 青 年 館 ）

0 64 19 77.4 64.3 75.0 71.1 39.0 61.8 56.9 58.3 ○

7
松 戸 市
ク リ ー ン セ ン タ ー

0 44 12 83.4 64.0 75.1 71.8 40.0 61.3 55.6 57.0 ―

8 福 太 郎 ア リ ー ナ 0 73 19 99.3 87.1 94.8 93.4 64.9 85.6 79.1 78.5 ×

9 鎌 ケ 谷 小 学 校 0 47 14 79.2 59.3 75.5 67.5 35.3 58.8 51.9 51.3 ○

10 富 士 地 区 消 防 小 屋 0 28 11 76.0 61.7 73.1 65.5 37.2 53.0 48.8 48.2 ○

11 わ た な べ 幼 稚 園 0 65 22 89.9 67.2 84.6 83.3 43.2 74.4 69.6 67.8 ○

12 咲 が 丘 小 学 校 0 60 24 85.4 55.9 76.8 72.0 33.1 64.5 58.8 56.7 ○

13 東 部 学 習 セ ン タ ー 0 60 16 84.9 63.9 80.2 78.4 37.7 69.3 63.3 62.7 ―

(注) １　騒音ピークレベルのパワー平均及びWECPNLの最小については騒音発生回数が０の日を除く。
２　年間WECPNLの推定は、実態調査北側については高柳局の、実態調査南側については初富局の年間実測値と相当する2週間値の差分を足したもの。
３　環境基準の地域類型は、指定地域外の東部学習センター及び松戸市クリーンセンターを除き全てⅠ類型（旧基準は７０WECPNL：平成２４年度まで）である。
４　３測定局は調査期間が異なる。わたなべ幼稚園及び沼南老人福祉センターは平成２６年１０月３１日から１４日間。咲が丘小学校は１１月７日から１４日間。
５　固定測定局（No.1及び2）の「年間WECPNL推定値」には、年間WECPNL実測値を記入。

実
態
調
査
南
側

（参考）
WECPNL

（ 参 考 ）
年 間
WECPNL

推 定 値

旧 環 境
基 準 値
と の
比 較

実
態
調
査
北
側

区
分

No. 調査地点名

騒音発生回数(回/日) 1機ごとの最大
騒音レベルの

最大値
(dB)

最大騒音レベルパワー平均(dB)

注１ 注１ 注 ２ 注３

注５

注４

注４

注４

注５
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図６ 各地点の年間 WECPNL 推定値 

 
 航空機騒音に係る類型指定地域  ◆固定測定局（№1 柏市高柳局、№2 鎌ケ谷市初富局） 
 （飛行場・工業専用地域は除外） ●実態調査地点（№3～13）  

 
（単位 dB） 
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（３）ＷＥＣＰＮＬの経年変化 

  各測定地点における実態調査時のＷＥＣＰＮＬの経年変化は表 16、年間ＷＥＣ

ＰＮＬ推定値の経年変化は図７のとおりであり、各地点の年間ＷＥＣＰＮＬ推定

値は、継続調査を開始した平成３年度以降、緩やかな低下傾向を示している。 

 

図７ 年間 WECPNL の経年変化（上段：飛行場北側、下段：飛行場南側） 

 

 
 
※平成 22 年度、23 年度の飛行場北側については、基準局である高柳局が年度途中に休止しているため、年間の推定値が算出

できないことから評価しない。 
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表16　実態調査時のＷＥＣＰＮＬの推移

区
分

市町名 調査地点名

騒
音

区

域

環

境

基
準

の

類

型

平成

３年度

平成

４年度

平成

５年度

平成

６年度

平成

７年度

平成

８年度

平成

９年度

平成

10年度

平成

11年度

平成

12年度

平成

13年度

平成

14年度

平成

15年度

柏市
高 柳 局
（ 旧 風 早 南 部 小 学 校 敷 地 ）

1 Ⅰ 78.4 81.0 75.7 78.0 76.4 78.2 76.3 76.3 77.6 81.2 77.7 79.5 77.7

   〃 沼 南 公 民 館 － Ⅰ 62.7 66.1 62.3 62.6 61.9 63.9 61.1 － － 64.0 63.0 60.4 61.9

   〃
柏 市 学 校 給 食 セ ン タ ー
（ 沼南 町 学 校 給 食 セ ンタ ー）

－ Ⅰ － － － － － － － 61.9 62.9 － － － －

   〃 沼 南 老 人 福 祉 セ ン タ － － Ⅰ 65.5 70.0 64.9 65.6 63.8 66.8 64.9 68.0 67.8 68.3 66.2 65.0 65.2

   〃 沼 南 幼 稚 園 － － 58.4 59.7 － － － － － － － － － － －

   〃
高 柳 台 幼 稚 園
( わ か た け 社 会 セ ン タ ー ）

－ Ⅰ － － 57.9 61.1 57.9 59.4 59.4 60.7 60.7 61.6 62.5 57.3 58.8

   〃 塚 崎 運 動 場 － Ⅰ － － － － － － － － － － － － －

   〃 ｹ ｰ ﾖ ｰ ｺ ﾞ ﾙ ﾌ ｾ ﾝ ﾀｰ （ S 氏 宅 ） － Ⅰ 57.9 56.7 58.7 58.5 56.9 59.2 55.1 58.0 59.0 57.8 58.6 58.2 60.8

   〃
藤 ヶ 谷 新 田 区 民 館
（ 旧 ・ 宮 後 青 年 館 ）

－ Ⅰ － － － － － － － － － － － － －

松戸市 松 戸 市 ｸ ﾘ ｰ ﾝ ｾ ﾝ ﾀ ｰ － － － － － － － － － － － － － － 55.4

鎌ケ谷市
初 富 局
（ 初 富 小 学 校 ）

－ Ⅰ 64.1 68.5 68.9 71.4 73.7 70.8 64.3 70.0 69.5 69.8 71.5 69.5 64.3

   〃 鎌 ケ 谷 市 民 体 育 館 1 Ⅰ 75.9 80.7 78.8 81.2 84.0 81.5 76.4 80.9 82.1 81.3 82.1 76.5 74.6

   〃 鎌 ケ 谷 小 学 校 － Ⅰ 55.4 56.0 59.0 61.5 56.2 57.8 54.7 58.5 58.5 56.6 57.4 55.8 52.6

白井市 冨 士 地 区 消 防 小 屋 － Ⅰ 56.0 56.6 61.4 60.8 56.4 59.5 56.0 60.3 56.3 60.7 55.3 61.1 57.8

鎌ケ谷市 わ た な べ 幼 稚 園 － Ⅰ 64.3 68.2 67.5 70.3 72.8 69.7 64.1 70.5 70.4 70.1 70.7 65.8 65.1

船橋市 咲 が 丘 小 学 校 － Ⅰ － － － － － － － － － － － － 64.0

区
分

市町名 調査地点名

騒

音

区

域

環
境

基

準

の

類

型

平成

16年度

平成

17年度

平成

18年度

平成

19年度

平成

20年度

平成

21年度

平成

22年度

平成

23年度

平成

24年度

平成

25年度

平成

26年度

柏市
高 柳 局
（ 旧 風 早 南 部 小 学 校 敷 地 ）

1 Ⅰ 77.3 76.2 77.9 78.3 79.6 76.6 76.1 76.2 72.4 75.3 73.9

   〃 沼 南 公 民 館 － Ⅰ 63.1 60.4 62.0 61.1 61.1 60.8 59.0 － 60.1 60.9 61.1

   〃
柏 市 学 校 給 食 セ ン タ ー
（ 沼南 町 学 校 給 食 セ ンタ ー）

－ Ⅰ － － － － － － － 62.2 － － －

   〃 沼 南 老 人 福 祉 セ ン タ － － Ⅰ 65.4 63.3 65.1 63.4 64.2 63.8 63.0 66.8 63.1 65.0 64.4

   〃
高 柳 台 幼 稚 園
( わ か た け 社 会 セ ン タ ー ）

－ Ⅰ － － － － － － － － － － －

   〃 塚 崎 運 動 場 － Ⅰ 58.3 57.2 58.6 55.9 56.9 55.8 56.1 59.7 56.8 55.3 56.3

   〃 ｹ ｰ ﾖ ｰ ｺ ﾞ ﾙ ﾌ ｾ ﾝ ﾀｰ （ S 氏 宅 ） － Ⅰ 56.1 － － － － － － － － － －

   〃
藤 ヶ 谷 新 田 区 民 館
（ 旧 ・ 宮 後 青 年 館 ）

－ Ⅰ － 60.8 63.7 63.4 61.2 58.6 59.0 62.6 59.2 60.1 56.9

松戸市 松 戸 市 ｸ ﾘ ｰ ﾝ ｾ ﾝ ﾀ ｰ － － 56.8 54.0 58.2 55.6 54.5 52.5 54.8 58.8 53.2 53.5 55.6

鎌ケ谷市
初 富 局
（ 初 富 小 学 校 ）

－ Ⅰ 65.7 64.9 67.5 66.7 66.4 63.5 65.8 69.3 64.2 66.7 67.5

   〃 福 太 郎 ア リ ー ナ 1 Ⅰ 77.3 78.5 80.0 77.7 79.1 76.3 76.4 80.3 75.0 － 79.1

   〃 福 太 郎 ス タ ジ ア ム 1 Ⅰ － － － － － － － － － 74.0 －

   〃 鎌 ケ 谷 小 学 校 － Ⅰ 51.1 55.3 57.4 54.7 53.8 50.9 51.3 54.3 50.2 51.4 51.9

白井市 冨 士 地 区 消 防 小 屋 － Ⅰ 55.1 55.1 57.7 55.7 55.6 52.0 54.5 54.9 45.8 51.7 48.8

鎌ケ谷市 わ た な べ 幼 稚 園 － Ⅰ 65.6 65.9 68.9 66.6 67.4 65.4 65.8 70.7 64.9 67.4 69.6

船橋市 咲 が 丘 小 学 校 － Ⅰ 53.7 55.5 63.0 59.7 59.4 59.9 0.0 60.7 55.8 59.2 58.8

鎌ケ谷市 東 部 学 習 セ ン タ ー － － － － － － － － － － － － 63.3

（注）１ 騒音区域は、防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（昭和４９年法律第１０１号）第４条に規定する第１種区域をいう。
２ 環境基準の類型は、航空機騒音に係る環境基準に定める地域の類型をいう。
３ 飛行場北側の測定地点、Ｓ氏宅は平成９年度よりケーヨーゴルフセンターに変更している。（隣接する施設なので同一施設とみなす）
４ 飛行場北側の測定地点、沼南公民館（旧・沼南町中央公民館）が改装工事のため平成１０、１１、２３年度は柏市（沼南町）学校給食センターに変更している。
５ 飛行場南側の測定地点、福太郎アリーナが改修工事のため平成２５年度は福太郎スタジアムに変更している。
６ 飛行場北側の固定測定局である高柳局は、平成２３年度の再設置の際に地上高が変わっている。（約22mから約5mへ変更）

飛
行
場
南
側

飛
行
場
北
側

飛
行
場
北
側

飛
行
場
南
側
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（４）環境基準達成状況の推移 

各測定地点における平成3年度以降の環境基準達成状況は表17のとおりであり、

環境基準達成率は、南側基準局の初富局が環境基準を達成した平成 8 年以降、お

よそ 80％となっている。 

 

 
 

（５）飛行回数等の推移 

 過去 15 年間の実態調査時の総飛行回数等については表 18 のとおりである。総飛

行回数は年度・調査実施時期によってばらつきがみられ、118～496 回となっている。 

 なお、26 年度の総飛行回数は 243 回で過去 15 年間の調査の平均的な値である。 

表17　環境基準達成状況の推移

年間
WEC
PNL

環境
基準
適否

年間
WEC
PNL

環境
基準
適否

年間
WEC
PNL

環境
基準
適否

年間
WEC
PNL

環境
基準
適否

年間
WEC
PNL

環境
基準
適否

年間
WEC
PNL

環境
基準
適否

年間
WEC
PNL

環境
基準
適否

年間
WEC
PNL

環境
基準
適否

年間
WEC
PNL

環境
基準
適否

年間
WEC
PNL

環境
基準
適否

年間
WEC
PNL

環境基
準適否

年間
WEC
PNL

環境
基準
適否

年間
WEC
PNL

環境
基準
適否

柏市
高 柳 局
（ 風 早 南 部 小 学 校 )

1 Ⅰ 79.9 × 79.8 × 79.1 × 79.7 × 78.7 × 78.7 × 79.8 × 79.2 × 79.2 × 78.3 × 79.8 × 79.2 × 78.6 ×

〃 沼 南 公 民 館 － Ⅰ 64.2 ○ 64.9 ○ 66.3 ○ 64.3 ○ 64.2 ○ 64.4 ○ 64.6 ○ － － － － 61.1 ○ 65.1 ○ 60.1 ○ 62.8 ○

〃
柏 市 学 校 給 食 ｾ ﾝ ﾀ ｰ
（沼 南 町 学 校 給 食 ｾ ﾝ ﾀ ｰ ）

－ Ⅰ － － － － － － － － － － － － － － 61.1 ○ 64.5 ○ － － － － － － － －

〃 沼 南 老 人 福 祉 ｾ ﾝ ﾀ ｰ － Ⅰ 67.0 ○ 68.8 ○ 68.9 ○ 67.3 ○ 66.1 ○ 67.3 ○ 68.4 ○ 67.2 ○ 69.4 ○ 65.4 ○ 68.3 ○ 64.7 ○ 65.2 ○

〃
高 柳 台 幼 稚 園
( わ か た け 社 会 ｾ ﾝ ﾀ ｰ )

－ Ⅰ － － － － 61.9 ○ 62.8 ○ 60.2 ○ 59.9 ○ 62.9 ○ 59.9 ○ 62.3 ○ 58.7 ○ 64.6 ○ 57.0 ○ 59.7 ○

〃 S 氏宅( ｹ ｰﾖ ｰｺﾞﾙ ﾌｾﾝﾀｰ) － Ⅰ 59.4 ○ 55.5 ○ 62.7 ○ 60.2 ○ 59.2 ○ 59.7 ○ 58.6 ○ 57.2 ○ 60.6 ○ 54.9 ○ 60.7 ○ 57.9 ○ 58.2 ○

松戸市 松 戸 市 ｸ ﾘ ｰ ﾝ ｾ ﾝ ﾀ ｰ － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 56.3 －

鎌ケ谷市
初 富 局
（ 初 富 小 学 校 ）

－ Ⅰ 69.2 ○ 70.5 × 70.8 × 72.2 × 71.7 × 68.5 ○ 69.3 ○ 68.0 ○ 68.4 ○ 68.0 ○ 68.5 ○ 68.3 ○ 66.9 ○

〃 鎌 ケ 谷 市 民 体 育 館 1 Ⅰ 81.0 × 82.7 × 80.7 × 82.0 × 82.0 × 79.2 × 81.4 × 78.9 × 81.0 × 79.5 × 79.1 × 75.3 × 77.2 ×

〃 鎌 ケ 谷 小 学 校 － Ⅰ 60.5 ○ 58.0 ○ 60.9 ○ 62.3 ○ 54.2 ○ 55.5 ○ 59.7 ○ 56.5 ○ 57.4 ○ 54.8 ○ 54.4 ○ 54.6 ○ 55.2 ○

白井市 冨 士 地 区 消 防 小 屋 － Ⅰ 61.1 ○ 58.6 ○ 63.3 ○ 61.6 ○ 54.4 ○ 57.2 ○ 61.0 ○ 58.3 ○ 55.2 ○ 58.9 ○ 52.3 ○ 59.9 ○ 60.4 ○

鎌ケ谷市 わ た な べ 幼 稚 園 － Ⅰ 69.4 ○ 70.2 × 69.4 ○ 71.1 × 70.8 × 67.4 ○ 69.1 ○ 68.5 ○ 69.3 ○ 68.3 ○ 67.7 ○ 64.6 ○ 67.7 ○

船橋市 咲 が 丘 小 学 校 － Ⅰ － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 66.6 ○

年間
WEC
PNL

環境
基準
適否
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環境
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適否
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年間
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環境
基準
適否

年間
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PNL
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WEC
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年間

L den

環境
基準
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年間
WEC

PNL
(参考)

年間

L den

環境
基準
適否

柏市
高 柳 局
（旧風早南部小学校敷地)

1 Ⅰ 78.7 × 78.2 × 78.5 × 79.1 × 78.9 × 78.1 × 75.2 × 75.2 58 × 75.3 58 ×

〃 沼 南 公 民 館 － Ⅰ 64.5 ○ 62.4 ○ 62.6 ○ 61.9 ○ 60.4 ○ 62.3 ○ 62.9 ○ 60.8 46 ○ 62.5 48 ○

〃
柏 市 学 校 給 食 ｾ ﾝ ﾀ ｰ
（沼 南 町 学 校 給 食 ｾ ﾝ ﾀ ｰ ）

－ Ⅰ － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

〃 沼 南 老 人 福 祉 ｾ ﾝ ﾀ ｰ － Ⅰ 66.8 ○ 65.3 ○ 65.7 ○ 64.2 ○ 63.5 ○ 65.3 ○ 65.9 ○ 64.9 50 ○ 66.3 51 ○

〃 塚 崎 運 動 場 － Ⅰ 59.7 ○ 59.2 ○ 59.2 ○ 56.7 ○ 56.2 ○ 57.3 ○ 59.6 ○ 55.2 42 ○ 57.7 44 ○

〃 S 氏宅( ｹ ｰﾖ ｰｺﾞﾙ ﾌｾﾝﾀｰ) － Ⅰ 57.5 ○ － － － － － － － － － － － － － － － － － －

〃
藤 ヶ 谷 新 田 区 民 館
（ 旧 ・ 宮 後 青 年 館 ）

－ Ⅰ － － 62.8 ○ 64.3 ○ 64.2 ○ 60.5 ○ 60.1 ○ 62.0 ○ 60.0 46 ○ 58.3 48 ○

松戸市 松 戸 市 ｸ ﾘ ｰ ﾝ ｾ ﾝ ﾀ ｰ － － 58.2 － 56.0 － 58.8 － 56.4 － 53.8 － 54.0 － 56.0 － 53.4 40 － 57.0 43 －

鎌ケ谷市
初 富 局
（ 初 富 小 学 校 ）

－ Ⅰ 66.8 ○ 67.3 ○ 67.3 ○ 67.1 ○ 67.1 ○ 67.3 ○ 66.5 ○ 66.2 ○ 66.3 ○ 66.1 51 ○ 66.9 51 ○

〃 福 太 郎 ア リ ー ナ 1 Ⅰ 78.4 × 80.9 × 79.8 × 78.1 × 78.9 × 80.1 × 77.1 × 77.2 × 77.1 × － － － 78.5 60 ×

〃 福 太 郎 ス タ ジ ア ム 1 Ⅰ － － － － － － － － － － － － － － － － － － 73.4 55 ○ － － －

〃 鎌 ケ 谷 小 学 校 － Ⅰ 52.2 ○ 57.7 ○ 57.2 ○ 58.0 ○ 54.5 ○ 54.7 ○ 52.0 ○ 51.2 ○ 52.3 ○ 50.8 38 ○ 51.3 39 ○

白井市 冨 士 地 区 消 防 小 屋 － Ⅰ 56.2 ○ 57.5 ○ 57.5 ○ 56.1 ○ 56.3 ○ 55.8 ○ 55.2 ○ 51.8 ○ 47.9 ○ 51.1 38 ○ 48.2 35 ○

鎌ケ谷市 わ た な べ 幼 稚 園 － Ⅰ 66.7 ○ 68.3 ○ 68.7 ○ 67.0 ○ 68.1 ○ 69.2 ○ 66.5 ○ 67.6 ○ 67.0 ○ 66.8 51 ○ 67.8 52 ○

船橋市 咲 が 丘 小 学 校 － Ⅰ 54.8 ○ 57.9 ○ 62.8 ○ 60.1 ○ 60.1 ○ 59.9 ○ - ○ 58.5 ○ 57.9 ○ 58.6 44 ○ 56.7 42 ○

鎌ケ谷市 東 部 学 習 セ ン タ ー － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 62.7 47 －

（注）１ 騒音区域は、防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（昭和４９年法律第１０１号）第４条に規定する第１種区域をいう。

２ 環境基準の類型は、航空機騒音に係る環境基準に定める地域の類型をいう。Ⅰ類型の環境基準値は、L den 57dB（平成24年度以前は７０ＷＥＣＰＮＬ）である。

３ 飛行場北側の測定地点、Ｓ氏宅は平成９年度よりケーヨーゴルフセンターに変更している。(隣接する施設なので同一地点とみなす。)
４ 飛行場北側の測定地点、沼南公民館（旧・沼南町中央公民館）が改装工事のため平成１０、１１、２３年度は柏市（沼南町）学校給食センターに変更している。
５ 下段の福太郎アリーナとは、平成24年7月1日より３年間のネーミングライツ取得により改称された上段鎌ケ谷市民体育館と同一施設である。
６ 飛行場南側の測定地点、福太郎アリーナが改装工事中のため平成２５年度は福太郎スタジアムに変更している。
７ 平成22年度、23年度の飛行場北側については、基準局である高柳局が年度途中に休止しているため、年間の推定値が算出できないことらから評価しない。
８ 飛行場北側の固定測定局である高柳局は平成23年度の再設置の際に地上高が変更となっている。（約22mから約5mに変更）
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また、午後 10 時から午前７時までの飛行回数は 0～4 回で推移しており、総飛行

回数に占める割合は例年１パーセント前後かそれ以下で推移しており、26 年度はこ

の時間帯の飛行は 2回（0.8％）であった。 
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１ 暗騒音調査結果 

      単位：ｄＢ 

測定地点 測定日 
環境騒音測定結果 

備 考（周囲の音環境等） 
ＬA5 ＬA90 ＬA95 ＬＡｅｑ 

沼南公民館 
10月27日 54.7 50.4 50.1 52.5 カラス、自動車、工事 

11月12日 56.3 47.2 46.7 52.3 鳥、自動車 

老人福祉 

センター 

10月28日 56.5 53.4 53.1 55.1 車、隣接事業所音 

11月14日 59.1 53.1 52.8 56.0 工事、工場、自動車 

塚崎運動場 
10月28日 52.8 46.8 45.9 50.1 車、テニス 

11月12日 54.2 43.5 42.0 50.4 テニス、自動車、羽田航空機 

藤ヶ谷新田 

区民館 
(旧・宮後青年館) 

10月27日 55.1 43.4 42.6 50.8 鳥、自動車 

11月12日 55.0 48.8 48.7 51.8 鳥、自動車 

松戸市クリー

ンセンター 

10月28日 54.9 53.9 52.6 53.9 鳥の声 

11月12日 58.6 57.3 56.4 57.5 鳥の声、室外機 

福太郎 

アリーナ 

10月27日 54.9 46.8 46.6 50.4 電車、人声、自動車、工事音 

11月12日 53.1 46.5 44.7 50.9 電車 

鎌ケ谷 

小学校 

10月28日 55.6 49.8 49.3 56.9 
児童の声、電車、工事音、風、

エンジンランナップ、警報音 

11月12日 58.1 49.6 47.7 53.1 児童の声 

冨士地区 

消防小屋 

10月28日 56.2 42.9 41.9 52.7 自動車、人声 

11月12日 57.3 38.8 38.1 49.6 自動車 

わたなべ 

幼稚園 

10月27日 56.8 49.5 49.2 52.4 園児の声、自動車 

11月14日 54.2 46.5 45.7 51.5 カラス 

咲が丘 

小学校 

11 月 6 日 42.1 40.2 37.8 40.3  

11月21日 44.6 38.7 36.1 40.1  

東部学習 

センター 

10月28日 54.7 51.6 47.9 52.1  

11月12日 55.5 51.4 47.2 52.4  
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２ 実態調査期間中の気象 

航空機の離着陸方向に影響する風向をみると、飛行場周辺にある大気環境常時監視測定局の

鎌ケ谷市初富測定局（飛行場南側）、柏市大津ケ丘測定局（飛行場北側）ともに北寄りの風又

は静穏の日が多かった。 

 

 実態調査期間中の気象 

 実態調査期間中の風配図 

 

 

 

 

 

 

 

 

年月日 平均気温 天気概況 平均風速 平均風速

（℃） （６～１８時） (m/sec) (m/sec)

H26.10.29 14.1 快晴 静穏 0.2 静穏 0.6

H26.10.30 15.4 晴 静穏 0.2 静穏 0.5

H26.10.31 17.0 曇 静穏 0.1 静穏 0.5

H26.11.1 16.1 雨一時曇 静穏 0.1 静穏 0.4

H26.11.2 18.8 曇時々晴一時雨 南南西 0.7 南西 1.7

H26.11.3 17.4 曇 静穏 0.4 北西 1.2

H26.11.4 14.5 晴後一時薄曇 静穏 0.4 静穏 0.8

H26.11.5 13.9 曇 北北西 0.5 北北西 1.0

H26.11.6 16.8 曇時々雨 静穏 0.4 北北西 0.8

H26.11.7 16.5 晴後一時曇 北北西 0.4 北西 1.4

H26.11.8 13.0 曇後雨 静穏 0.3 北北西 0.8

H26.11.9 14.5 曇一時雨 静穏 0.2 静穏 0.6

H26.11.10 16.3 曇後晴 静穏 0.3 静穏 0.6

H26.11.11 13.1 曇後一時雨 北北西 0.3 北北西 0.8

船橋地域気象観測所の平均気温、銚子地方気象台の天気概況
（出典：気象統計情報／気象庁ホームページ）

主 風 向 主 風 向

船橋地域気象観測所
／銚子地方気象台

鎌ケ谷市初富測定局

(大気環境常時監視測定局)

柏市大津ケ丘測定局

(大気環境常時監視測定局)
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３ 地点別調査結果総括表 

 説 明 

 （１）騒音発生回数 

    調査地点ごとに，暗騒音を考慮のうえ設定した騒音レベル及び継続時間を超えた 

   騒音を航空機騒音としてとらえ，固定測定局での測定結果と照合し，飛行場に関する

航空機騒音の発生回数を計上した。 

 

 （２）時間帯別内訳 

    それぞれ、次に示す回数を計上した。 

    Ｎ１：午前０時から午前７時までに発生した回数 

    Ｎ２：午前７時から午後７時までに発生した回数 

    Ｎ３：午後７時から午後１０時までに発生した回数 

    Ｎ４：午後１０時から午後１２時までに発生した回数 

    Ｎ（加重回数）＝Ｎ２＋３Ｎ３＋10 (Ｎ１＋Ｎ４) 

 

 （３）騒音ピークレベルパワー平均 

    騒音発生回数に数えられた１機ごとの騒音ピークレベルについて，１日ごとの 

   パワー平均値を記載した。 

 

 （４）Lden（週平均・期間平均） 

    次の算式により週間のパワー平均及び期間中のパワー平均を求めて記載した。 

 

    ＝10 log ∑ 10 ,
  Lden,i：算定対象日数 N日間の i番目の測定日 Lden 

 

 （５）ＷＥＣＰＮＬ（週平均・期間平均） 

    次の算式により１日ごとの WECPNL を算出し、それらの週間のパワー平均及び期間

中のパワー平均を求めて記載した。 

 

    WECPNL＝dB(A)＋10log10Ｎ－27 

 

         dB(A)：１日ごとの騒音発生回数に数えられたすべての騒音ピーク 

                 レベルのパワー平均値 
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地点名：高柳局（旧風早南部小学校敷地：北側固定測定局；地点No.1)

（ｄB） L den WECPNL

N1 N2 N3 N4 N 最小 最大
パワー
平  均

(dB)

平成26年10月29日 (水) 29 1 28 0 0 38 77.4 92.2 89.2 60.5 78.0

平成26年10月30日 (木) 9 0 8 0 1 18 79.8 95.1 91.1 58.9 76.6

平成26年10月31日 (金) 13 0 13 0 0 13 88.1 91.4 90.2 56.4 74.3

平成26年11月1日 (土) 2 0 2 0 0 2 89.0 89.7 89.4 48.0 65.4

平成26年11月2日 (日) 3 0 3 0 0 3 75.2 93.0 88.5 49.7 66.3

平成26年11月3日 (月) 1 0 1 0 0 1 75.9 75.9 75.9 36.9 48.9

平成26年11月4日 (火) 66 0 66 0 0 66 74.8 95.1 87.2 60.8 78.4

123 1 121 0 1 141 74.8 94.9 － －         －

18 0 17 0 0 20 － － 88.5 57.2 74.8

平成26年11月5日 (水) 24 0 24 0 0 24 71.2 94.9 87.1 56.3 74.0

平成26年11月6日 (木) 41 0 41 0 0 41 71.8 92.4 86.4 58.2 75.5

平成26年11月7日 (金) 3 0 3 0 0 3 72.4 78.4 77.1 37.9 54.9

平成26年11月8日 (土) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月9日 (日) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月10日 (月) 35 0 35 0 0 35 72.0 95.9 87.1 58.0 75.6

平成26年11月11日 (火) 32 0 32 0 0 32 81.7 93.5 86.9 57.8 74.9

135 0 135 0 0 135 71.2 95.9 － －         －

19 0 19 0 0 19 － － 86.8 55.2 72.6

258 1 256 0 1 276 71.2 95.9 － －         －

18 0 18 0 0 20 － － 87.7 56.3 73.9

(注)　最大値・最小値の小計, 合計欄は期間内の最大値・最小値をそれぞれ示している.

平            均

（閾値   67dB， 3秒）

調査年月日

騒音発生回数（回） 最大騒音レベル

時間帯別機数

第１週  小   計

第１週  平   均

第２週 小   計

第２週 平   均

期  間  合  計
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地点名：初富局（初富小学校：南側固定測定局；No.2地点)

（ｄB） L den WECPNL

N1 N2 N3 N4 N 最小 最大
パワー
平  均

(dB)

平成26年10月29日 (水) 23 0 23 0 0 23 75.8 86.7 81.5 52.3 68.1

平成26年10月30日 (木) 6 0 6 0 0 6 71.9 83.3 80.7 46.1 61.5

平成26年10月31日 (金) 13 0 13 0 0 13 70.1 89.9 83.9 51.7 68.1

平成26年11月1日 (土) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月2日 (日) 3 0 3 0 0 3 70.7 82.7 79.4 43.2 57.2

平成26年11月3日 (月) 1 0 1 0 0 1 77.6 77.6 77.6 36.3 50.6

平成26年11月4日 (火) 60 0 60 0 0 60 70.0 85.3 82.3 57.3 73.1

106 0 106 0 0 106 70.0 89.9 － －         －

15 0 15 0 0 15 － － 82.2 51.2 67.0

平成26年11月5日 (水) 19 0 19 0 0 19 73.9 84.3 82.2 52.6 68.0

平成26年11月6日 (木) 40 0 40 0 0 40 78.2 84.6 82.8 56.0 71.8

平成26年11月7日 (金) 1 0 1 0 0 1 82.7 82.7 82.7 38.3 55.7

平成26年11月8日 (土) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月9日 (日) 1 0 1 0 0 1 70.1 70.1 70.1 32.4 43.1

平成26年11月10日 (月) 31 0 31 0 0 31 81.1 87.6 83.0 55.0 70.9

平成26年11月11日 (火) 29 0 29 0 0 29 79.0 83.9 82.2 54.3 69.8

121 0 121 0 0 121 70.1 87.6 － －         －

17 0 17 0 0 17 － － 82.6 52.2 68.0

227 0 227 0 0 227 70.0 89.9 － －         －

16 0 16 0 0 16 － － 82.4 51.8 67.5

(注)　最大値・最小値の小計, 合計欄は期間内の最大値・最小値をそれぞれ示している.

平            均

（閾値  68dB， 3秒）

調査年月日

騒音発生回数（回） 最大騒音レベル

時間帯別機数

第１週  小   計

第１週  平   均

第２週 小   計

第２週 平   均

期  間  合  計
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地点名：沼南公民館(No.3地点)

（ｄB） L den WECPNL

N1 N2 N3 N4 N 最小 最大
パワー
平  均

(dB)

平成26年10月29日 (水) 30 1 29 0 0 39 65.5 81.7 74.2 50.9 63.1

平成26年10月30日 (木) 10 0 9 0 1 19 69.0 79.2 75.6 47.4 61.4

平成26年10月31日 (金) 15 0 15 0 0 15 64.5 78.6 74.1 43.8 58.9

平成26年11月1日 (土) 2 0 2 0 0 2 77.5 81.6 80.0 41.2 56.0

平成26年11月2日 (日) 3 0 3 0 0 3 67.9 73.2 71.6 36.9 49.3

平成26年11月3日 (月) 1 0 1 0 0 1 63.5 63.5 63.5 25.9 36.5

平成26年11月4日 (火) 71 0 71 0 0 71 63.0 84.0 74.1 51.4 65.7

132 1 130 0 1 150 63.0 84.0 － －         －

19 0 19 0 0 21 － － 74.4 47.1 60.8

平成26年11月5日 (水) 24 0 24 0 0 24 66.3 81.1 76.5 48.7 63.3

平成26年11月6日 (木) 44 0 44 0 0 44 62.0 81.2 74.8 50.1 64.3

平成26年11月7日 (金) 5 0 5 0 0 5 64.5 77.8 72.4 36.9 52.3

平成26年11月8日 (土) 3 0 3 0 0 3 59.5 68.8 65.5 32.3 43.3

平成26年11月9日 (日) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月10日 (月) 39 0 39 0 0 39 58.5 80.4 74.7 49.3 63.6

平成26年11月11日 (火) 36 0 36 0 0 36 61.8 80.4 75.3 50.0 63.9

151 0 151 0 0 151 58.5 81.2 － －         －

22 0 22 0 0 22 － － 75.1 47.2 61.4

283 1 281 0 1 301 58.5 84.0 － －         －

20 0 20 0 0 22 － － 74.8 47.2 61.1

(注)　最大値・最小値の小計, 合計欄は期間内の最大値・最小値をそれぞれ示している.

平            均

（閾値  L90+8dB， 8秒）

調査年月日

騒音発生回数（回） 最大騒音レベル

時間帯別機数

第１週  小   計

第１週  平   均

第２週 小   計

第２週 平   均

期  間  合  計
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地点名：沼南老人福祉センター(No.4地点)

（ｄB） L den WECPNL

N1 N2 N3 N4 N 最小 最大
パワー
平  均

(dB)

平成26年10月31日 (金) 14 0 14 0 0 14 66.9 80.6 77.3 47.0 61.8

平成26年11月1日 (土) 2 0 2 0 0 2 77.2 81.4 79.8 41.3 55.8

平成26年11月2日 (日) 3 0 3 0 0 3 69.5 72.5 71.4 36.5 49.1

平成26年11月3日 (月) 1 0 1 0 0 1 68.9 68.9 68.9 31.3 41.9

平成26年11月4日 (火) 67 0 67 0 0 67 69.6 84.5 78.5 55.0 69.8

平成26年11月5日 (水) 23 0 23 0 0 23 68.5 82.3 77.8 50.1 64.4

平成26年11月6日 (木) 41 0 41 0 0 41 63.8 84.3 77.9 52.4 67.0

151 0 151 0 0 151 63.8 84.5 － －         －

22 0 22 0 0 22 － － 78.1 49.8 64.4

平成26年11月7日 (金) 4 0 4 0 0 4 68.0 74.0 71.6 35.1 50.6

平成26年11月8日 (土) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月9日 (日) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月10日 (月) 33 0 33 0 0 33 70.5 83.2 78.2 51.9 66.4

平成26年11月11日 (火) 33 0 33 0 0 33 70.5 85.7 78.6 52.2 66.8

平成26年11月12日 (水) 32 0 31 1 0 34 65.4 85.2 79.1 52.6 67.4

平成26年11月13日 (木) 53 0 53 0 0 53 67.5 80.4 75.8 51.6 66.1

155 0 154 1 0 157 65.4 85.7 － －         －

22 0 22 0 0 22 － － 77.8 49.7 64.3

306 0 305 1 0 308 63.8 85.7 － －         －

22 0 22 0 0 22 － － 77.9 49.7 64.4

(注)　最大値・最小値の小計, 合計欄は期間内の最大値・最小値をそれぞれ示している.

平            均

（閾値  L90+8dB， 8秒）

調査年月日

騒音発生回数（回） 最大騒音レベル

時間帯別機数

第１週  小   計

第１週  平   均

第２週 小   計

第２週 平   均

期  間  合  計
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地点名：塚崎運動場(No.5地点)

（ｄB） L den WECPNL

N1 N2 N3 N4 N 最小 最大
パワー
平  均

(dB)

平成26年10月29日 (水) 29 1 28 0 0 38 58.2 74.0 67.7 46.2 56.5

平成26年10月30日 (木) 10 0 9 0 1 19 61.4 69.5 66.8 38.8 52.5

平成26年10月31日 (金) 15 0 15 0 0 15 60.3 72.5 66.9 38.5 51.6

平成26年11月1日 (土) 2 0 2 0 0 2 68.7 74.0 72.1 33.9 48.1

平成26年11月2日 (日) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月3日 (月) 1 0 1 0 0 1 74.6 74.6 74.6 35.5 47.6

平成26年11月4日 (火) 82 0 82 0 0 82 59.0 77.2 69.4 49.0 61.6

139 1 137 0 1 157 58.2 77.2 － －         －

20 0 20 0 0 22 － － 68.9 43.1 55.2

平成26年11月5日 (水) 25 0 25 0 0 25 61.1 80.4 71.8 44.6 58.8

平成26年11月6日 (木) 52 0 52 0 0 52 56.1 78.6 70.2 47.5 60.4

平成26年11月7日 (金) 9 0 9 0 0 9 61.4 70.8 66.1 34.8 48.6

平成26年11月8日 (土) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月9日 (日) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月10日 (月) 42 0 42 0 0 42 57.9 76.6 69.6 46.5 58.8

平成26年11月11日 (火) 35 0 35 0 0 35 58.3 76.9 71.1 47.4 59.6

163 0 163 0 0 163 56.1 80.4 － －         －

23 0 23 0 0 23 － － 70.4 44.3 57.1

302 1 300 0 1 320 56.1 80.4 － －         －

22 0 21 0 0 23 － － 69.8 43.7 56.3

(注)　最大値・最小値の小計, 合計欄は期間内の最大値・最小値をそれぞれ示している.

平            均

（閾値  L90+7dB， 8秒）

調査年月日

騒音発生回数（回） 最大騒音レベル

時間帯別機数

第１週  小   計

第１週  平   均

第２週 小   計

第２週 平   均

期  間  合  計
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地点名：藤ヶ谷新田区民館(旧・宮後青年館；No.6地点)

（ｄB） L den WECPNL

N1 N2 N3 N4 N 最小 最大
パワー
平  均

(dB)

平成26年10月29日 (水) 26 1 25 0 0 35 68.0 76.3 71.3 47.0 59.8

平成26年10月30日 (木) 9 0 9 0 0 9 69.3 75.4 72.0 40.3 54.5

平成26年10月31日 (金) 13 0 13 0 0 13 69.2 72.6 70.3 40.5 54.4

平成26年11月1日 (土) 2 0 2 0 0 2 73.8 75.9 75.0 36.8 51.0

平成26年11月2日 (日) 1 0 1 0 0 1 67.1 67.1 67.1 26.3 40.1

平成26年11月3日 (月) 1 0 1 0 0 1 68.9 68.9 68.9 31.4 41.9

平成26年11月4日 (火) 64 0 64 0 0 64 62.7 75.8 70.8 48.2 61.8

116 1 115 0 0 125 62.7 76.3 － －         －

17 0 16 0 0 18 － － 71.0 43.2 56.6

平成26年11月5日 (水) 27 0 27 0 0 27 61.3 77.4 71.7 45.7 59.0

平成26年11月6日 (木) 42 0 42 0 0 42 60.5 76.8 71.2 46.9 60.4

平成26年11月7日 (金) 1 0 1 0 0 1 66.0 66.0 66.0 25.7 39.0

平成26年11月8日 (土) 3 0 3 0 0 3 61.3 67.2 64.3 31.0 42.0

平成26年11月9日 (日) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月10日 (月) 38 0 38 0 0 38 63.4 76.2 70.5 45.8 59.3

平成26年11月11日 (火) 34 0 34 0 0 34 62.6 77.1 71.4 46.4 59.7

145 0 145 0 0 145 60.5 77.4 － －         －

21 0 21 0 0 21 － － 71.1 43.8 57.2

261 1 260 0 0 270 60.5 77.4 － －         －

19 0 19 0 0 19 － － 71.1 43.5 56.9

(注)　最大値・最小値の小計, 合計欄は期間内の最大値・最小値をそれぞれ示している.

平            均

（閾値  L90+10dB， 8秒）

調査年月日

騒音発生回数（回） 最大騒音レベル

時間帯別機数

第１週  小   計

第１週  平   均

第２週 小   計

第２週 平   均

期  間  合  計



 - 35 - 

 

地点名：松戸市クリーンセンター(No.7地点)

（ｄB） L den WECPNL

N1 N2 N3 N4 N 最小 最大
パワー
平  均

(dB)

平成26年10月29日 (水) 5 0 5 0 0 5 68.4 73.0 71.7 37.4 51.7

平成26年10月30日 (木) 1 0 1 0 0 1 72.2 72.2 72.2 32.1 45.2

平成26年10月31日 (金) 3 0 3 0 0 3 64.9 66.8 66.0 31.6 43.7

平成26年11月1日 (土) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月2日 (日) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月3日 (月) 1 0 1 0 0 1 74.6 74.6 74.6 33.7 47.6

平成26年11月4日 (火) 44 0 44 0 0 44 64.9 83.4 71.9 47.5 61.4

54 0 54 0 0 54 64.9 83.4 － －         －

8 0 8 0 0 8 － － 71.8 39.8 53.7

平成26年11月5日 (水) 19 0 19 0 0 19 69.5 77.9 73.7 45.9 59.5

平成26年11月6日 (木) 33 0 33 0 0 33 65.1 74.6 71.4 46.1 59.6

平成26年11月7日 (金) 1 0 1 0 0 1 75.1 75.1 75.1 30.8 48.1

平成26年11月8日 (土) 2 0 2 0 0 2 63.1 64.8 64.0 28.6 40.0

平成26年11月9日 (日) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月10日 (月) 29 0 29 0 0 29 64.4 75.4 71.1 45.3 58.8

平成26年11月11日 (火) 27 0 27 0 0 27 68.5 75.8 71.7 45.7 59.0

111 0 111 0 0 111 63.1 77.9 － －         －

16 0 16 0 0 16 － － 71.9 43.4 56.9

165 0 165 0 0 165 63.1 83.4 － －         －

12 0 12 0 0 12 － － 71.9 41.9 55.6

(注)　最大値・最小値の小計, 合計欄は期間内の最大値・最小値をそれぞれ示している.

平            均

（閾値  60dB， 5秒）

調査年月日

騒音発生回数（回） 最大騒音レベル

時間帯別機数

第１週  小   計

第１週  平   均

第２週 小   計

第２週 平   均

期  間  合  計
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地点名：福太郎アリーナ（No.8地点）

（ｄB） L den WECPNL

N1 N2 N3 N4 N 最小 最大
パワー
平  均

(dB)

平成26年10月29日 (水) 24 0 24 0 0 24 72.2 95.3 89.9 58.4 76.7

平成26年10月30日 (木) 7 0 7 0 0 7 76.8 95.0 89.4 52.9 70.9

平成26年10月31日 (金) 13 0 13 0 0 13 75.0 94.4 87.9 54.7 72.1

平成26年11月1日 (土) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月2日 (日) 3 0 3 0 0 3 74.6 96.6 91.9 51.8 69.7

平成26年11月3日 (月) 1 0 1 0 0 1 92.2 92.2 92.2 47.2 65.2

平成26年11月4日 (火) 73 0 73 0 0 73 70.9 99.3 94.0 66.5 85.6

121 0 121 0 0 121 70.9 99.3 － －         －

17 0 17 0 0 17 － － 92.7 59.2 78.1

平成26年11月5日 (水) 23 0 23 0 0 23 70.4 95.4 93.5 61.1 80.1

平成26年11月6日 (木) 51 0 51 0 0 51 70.3 96.1 93.4 64.5 83.4

平成26年11月7日 (金) 3 0 3 0 0 3 72.4 91.7 87.1 45.2 64.9

平成26年11月8日 (土) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月9日 (日) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月10日 (月) 31 0 31 0 0 31 92.8 97.4 94.8 63.4 82.7

平成26年11月11日 (火) 32 0 32 0 0 32 73.0 95.3 94.0 63.2 82.1

140 0 140 0 0 140 70.3 97.4 － －         －

20 0 20 0 0 20 － － 93.8 60.8 79.8

261 0 261 0 0 261 70.3 99.3 － －         －

19 0 19 0 0 19 － － 93.3 60.1 79.1

(注)　最大値・最小値の小計, 合計欄は期間内の最大値・最小値をそれぞれ示している.

平            均

（閾値  L90+10dB， 5秒）

調査年月日

騒音発生回数（回） 最大騒音レベル

時間帯別機数

第１週  小   計

第１週  平   均

第２週 小   計

第２週 平   均

期  間  合  計
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地点名：鎌ケ谷小学校(No.9地点)

（ｄB） L den WECPNL

N1 N2 N3 N4 N 最小 最大
パワー
平  均

(dB)

平成26年10月29日 (水) 16 0 16 0 0 16 62.4 68.9 65.2 38.1 50.3

平成26年10月30日 (木) 7 0 7 0 0 7 61.5 70.4 67.5 36.1 49.0

平成26年10月31日 (金) 14 0 14 0 0 14 63.0 70.0 66.9 38.6 51.4

平成26年11月1日 (土) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月2日 (日) 3 0 3 0 0 3 63.8 69.1 66.4 31.6 44.1

平成26年11月3日 (月) 3 0 3 0 0 3 60.8 66.2 63.4 29.0 41.2

平成26年11月4日 (火) 47 0 47 0 0 47 61.1 79.2 69.1 45.3 58.8

90 0 90 0 0 90 60.8 79.2 － －         －

13 0 13 0 0 13 － － 68.0 38.9 52.1

平成26年11月5日 (水) 14 0 14 0 0 14 59.2 68.7 65.2 38.2 49.6

平成26年11月6日 (木) 27 0 27 0 0 27 62.4 72.9 67.5 42.4 54.8

平成26年11月7日 (金) 2 0 2 0 0 2 74.7 76.1 75.5 38.9 51.5

平成26年11月8日 (土) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月9日 (日) 2 0 2 0 0 2 54.8 61.5 59.3 20.7 35.3

平成26年11月10日 (月) 30 0 30 0 0 30 62.2 68.8 64.9 40.8 52.7

平成26年11月11日 (火) 28 0 28 0 0 28 62.4 73.5 67.4 43.0 54.8

103 0 103 0 0 103 54.8 76.1 － －         －

15 0 15 0 0 15 － － 67.0 39.6 51.7

193 0 193 0 0 193 54.8 79.2 － －         －

14 0 14 0 0 14 － － 67.5 39.2 51.9

(注)　最大値・最小値の小計, 合計欄は期間内の最大値・最小値をそれぞれ示している.

平            均

（閾値  L90+10dB， 8秒）

調査年月日

騒音発生回数（回） 最大騒音レベル

時間帯別機数

第１週  小   計

第１週  平   均

第２週 小   計

第２週 平   均

期  間  合  計
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地点名：冨士地区消防小屋(No.10地点)

（ｄB） L den WECPNL

N1 N2 N3 N4 N 最小 最大
パワー
平  均

(dB)

平成26年10月29日 (水) 20 0 20 0 0 20 55.5 70.1 65.3 39.2 51.3

平成26年10月30日 (木) 8 0 8 0 0 8 57.2 73.6 67.9 36.7 49.9

平成26年10月31日 (金) 13 0 13 0 0 13 55.7 71.1 68.0 40.3 52.1

平成26年11月1日 (土) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月2日 (日) 1 0 1 0 0 1 71.0 71.0 71.0 32.6 44.0

平成26年11月3日 (月) 1 0 1 0 0 1 65.3 65.3 65.3 21.8 38.3

平成26年11月4日 (火) 20 0 20 0 0 20 55.9 64.6 61.7 35.2 47.7

63 0 63 0 0 63 55.5 73.6 － －         －

9 0 9 0 0 9 － － 65.9 36.2 48.4

平成26年11月5日 (水) 9 0 9 0 0 9 59.8 69.9 64.8 35.0 47.3

平成26年11月6日 (木) 25 0 25 0 0 25 53.2 71.3 64.6 38.1 51.6

平成26年11月7日 (金) 1 0 1 0 0 1 64.2 64.2 64.2 23.7 37.2

平成26年11月8日 (土) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月9日 (日) 2 0 2 0 0 2 58.4 76.0 73.1 35.0 49.1

平成26年11月10日 (月) 24 0 24 0 0 24 58.6 67.8 63.4 35.8 50.2

平成26年11月11日 (火) 28 0 28 0 0 28 61.7 70.4 65.5 39.5 53.0

89 0 89 0 0 89 53.2 76.0 － －         －

13 0 13 0 0 13 － － 65.2 35.7 49.2

152 0 152 0 0 152 53.2 76.0 － －         －

11 0 11 0 0 11 － － 65.5 35.9 48.8

(注)　最大値・最小値の小計, 合計欄は期間内の最大値・最小値をそれぞれ示している.

平            均

（閾値  L90+10dB， 8秒）

調査年月日

騒音発生回数（回） 最大騒音レベル

時間帯別機数

第１週  小   計

第１週  平   均

第２週 小   計

第２週 平   均

期  間  合  計
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地点名：わたなべ幼稚園(No.11地点)

（ｄB） L den WECPNL

N1 N2 N3 N4 N 最小 最大
パワー
平  均

(dB)

平成26年10月31日 (金) 13 0 13 0 0 13 68.3 86.4 78.4 46.7 62.5

平成26年11月1日 (土) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月2日 (日) 4 0 4 0 0 4 65.5 78.9 75.7 40.7 54.7

平成26年11月3日 (月) 2 0 2 0 0 2 63.8 81.2 78.3 39.8 54.3

平成26年11月4日 (火) 65 0 65 0 0 65 60.7 88.7 83.3 58.3 74.4

平成26年11月5日 (水) 21 0 21 0 0 21 61.8 85.0 82.4 52.9 68.6

平成26年11月6日 (木) 43 0 43 0 0 43 62.7 87.1 84.0 57.4 73.3

148 0 148 0 0 148 60.7 88.7 － －         －

21 0 21 0 0 21 － － 83.0 53.3 69.3

平成26年11月7日 (金) 6 0 6 0 0 6 67.0 82.7 76.5 41.4 57.3

平成26年11月8日 (土) 2 0 2 0 0 2 66.8 67.5 67.2 31.6 43.2

平成26年11月9日 (日) 4 0 4 0 0 4 55.0 75.4 70.1 36.3 49.1

平成26年11月10日 (月) 31 0 31 0 0 31 82.0 86.4 84.1 55.7 72.0

平成26年11月11日 (火) 30 0 30 0 0 30 81.9 86.8 84.0 55.9 71.7

平成26年11月12日 (水) 21 0 21 0 0 21 75.8 87.0 84.6 54.5 70.8

平成26年11月13日 (木) 59 0 59 0 0 59 79.2 89.9 83.4 57.8 74.1

153 0 153 0 0 153 55.0 89.9 － －         －

22 0 22 0 0 22 － － 83.6 53.8 70.0

301 0 301 0 0 301 55.0 89.9 － －         －

22 0 22 0 0 22 － － 83.3 53.5 69.6

(注)　最大値・最小値の小計, 合計欄は期間内の最大値・最小値をそれぞれ示している.

平            均

（閾値  L90+10dB， 8秒）

調査年月日

騒音発生回数（回） 最大騒音レベル

時間帯別機数

第１週  小   計

第１週  平   均

第２週 小   計

第２週 平   均

期  間  合  計
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地点名：咲が丘小学校(No.12地点)

（ｄB） L den WECPNL

N1 N2 N3 N4 N 最小 最大
パワー
平  均

(dB)

平成26年11月7日 (金) 5 0 5 0 0 5 58.3 73.9 70.2 34.0 50.2

平成26年11月8日 (土) 2 0 2 0 0 2 62.0 68.4 66.3 30.6 42.3

平成26年11月9日 (日) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月10日 (月) 32 0 32 0 0 32 60.6 75.9 70.3 43.9 58.4

平成26年11月11日 (火) 28 0 28 0 0 28 62.8 72.1 69.3 42.3 56.8

平成26年11月12日 (水) 22 0 22 0 0 22 52.7 78.6 72.1 44.1 58.6

平成26年11月13日 (木) 60 0 60 0 0 60 49.8 85.4 72.9 48.1 63.6

149 0 149 0 0 149 49.8 85.4 － －         －

21 0 21 0 0 21 － － 71.6 42.9 57.9

平成26年11月14日 (金) 30 0 30 0 0 30 50.2 82.4 76.8 49.4 64.5

平成26年11月15日 (土) 1 0 1 0 0 1 60.1 60.1 60.1 16.0 33.1

平成26年11月16日 (日) 3 0 3 0 0 3 49.9 58.4 55.9 20.2 33.6

平成26年11月17日 (月) 23 0 23 0 0 23 51.1 77.9 73.5 46.1 60.1

平成26年11月18日 (火) 34 0 34 0 0 34 64.3 73.7 68.2 41.8 56.6

平成26年11月19日 (水) 58 0 58 0 0 58 52.0 77.0 69.3 45.2 59.9

平成26年11月20日 (木) 43 0 43 0 0 43 58.8 77.6 70.9 45.2 60.3

192 0 192 0 0 192 49.9 82.4 － －         －

27 0 27 0 0 27 － － 72.2 44.7 59.6

341 0 341 0 0 341 49.8 85.4 － －         －

24 0 24 0 0 24 － － 72.0 43.9 58.8

(注)　最大値・最小値の小計, 合計欄は期間内の最大値・最小値をそれぞれ示している.

平            均

（閾値   L90+8dB， 8秒）

調査年月日

騒音発生回数（回） 最大騒音レベル

時間帯別機数

第１週  小   計

第１週  平   均

第２週 小   計

第２週 平   均

期  間  合  計
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地点名：東部学習センター(No.13地点)

（ｄB） L den WECPNL

N1 N2 N3 N4 N 最小 最大
パワー
平  均

(dB)

平成26年10月29日 (水) 20 0 20 0 0 20 70.8 76.9 70.8 41.6 56.8

平成26年10月30日 (木) 5 0 5 0 0 5 61.5 79.0 73.7 38.5 53.7

平成26年10月31日 (金) 9 0 9 0 0 9 59.7 69.0 63.9 33.3 46.5

平成26年11月1日 (土) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月2日 (日) 2 0 2 0 0 2 61.5 66.3 64.5 27.5 40.5

平成26年11月3日 (月) 1 0 1 0 0 1 64.7 64.7 64.7 23.7 37.7

平成26年11月4日 (火) 60 0 60 0 0 60 58.3 84.9 78.5 53.8 69.3

97 0 97 0 0 97 58.3 84.9 － －         －

14 0 14 0 0 14 － － 76.8 45.8 61.2

平成26年11月5日 (水) 18 0 18 0 0 18 74.2 81.0 78.5 48.5 64.1

平成26年11月6日 (木) 40 0 40 0 0 40 70.2 82.6 79.3 53.3 68.3

平成26年11月7日 (金) 1 0 1 0 0 1 65.4 65.4 65.4 24.5 38.4

平成26年11月8日 (土) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月9日 (日) 0 0 0 0 0 0 ― ― ― ― 0.0

平成26年11月10日 (月) 31 0 31 0 0 31 73.9 81.5 78.9 51.1 66.8

平成26年11月11日 (火) 30 0 30 0 0 30 77.3 83.8 80.2 52.8 67.9

120 0 120 0 0 120 65.4 83.8 － －         －

17 0 17 0 0 17 － － 79.3 49.4 64.6

217 0 217 0 0 217 58.3 84.9 － －         －

16 0 16 0 0 16 － － 78.4 47.9 63.3

(注)　最大値・最小値の小計, 合計欄は期間内の最大値・最小値をそれぞれ示している.

平            均

（閾値   L90+4dB， 8秒）

調査年月日

騒音発生回数（回） 最大騒音レベル

時間帯別機数

第１週  小   計

第１週  平   均

第２週 小   計

第２週 平   均

期  間  合  計
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３ 固定測定局における年間測定結果 
 

   

30 31 30 31 31 30 31 30 31 31 28 31 365

最大 61.2 64.1 64.9 65.1 64.4 62.4 62.5 62.2 63.3 60.3 62.7 64.8 -

最小 46.2 33.6 40.4 33.2 41.1 42.4 41.8 36.9 40.2 41.9 29.3 36.7 -

月間値 56.0 58.5 59.2 60.6 56.4 56.2 56.2 57.0 58.3 53.2 56.8 58.4 57.6

最大 79.1 83.3 83.1 83.0 82.2 80.4 81.0 79.8 81.2 78.5 79.5 82.6 -

最小 64.1 51.4 59.6 51.3 58.9 55.7 60.3 48.9 55.4 59.4 43.9 53.4 -

月間値 73.9 76.4 77.1 78.5 74.2 74.0 73.9 74.4 75.8 70.7 73.8 76.3 75.3

最大 103.0 101.6 98.3 92.3 91.7 97.3 93.2 91.8 95.9 91.8 98.6 95.5 -

最小 85.1 78.4 86.5 78.3 85.9 82.7 86.3 75.9 80.8 86.4 70.9 77.4 -

月間値 91.2 92.5 91.2 90.5 90.6 90.6 90.4 87.6 88.7 89.4 89.8 89.5 90.1

最大 23 51 45 62 59 38 29 66 82 31 47 78 -

最小 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 -

月間値 8.8 11.6 17.3 28.5 10.7 10.7 9.7 23.1 25.2 6.6 10.4 23.5 15.6

月

項目

30 31 30 31 31 30 31 30 31 31 28 31 365

最大 56.8 57.4 57.4 59.2 55.9 55.7 53.5 59.9 58.4 53.7 56.8 57.5 -

最小 39.7 30.8 40.1 38.5 28.8 42.8 35.8 32.4 33.9 30.7 30.9 46.5 -

月間値 49.0 51.2 52.3 54.0 48.6 49.3 48.0 53.1 53.4 46.7 49.8 52.7 51.3

最大 71.8 72.3 72.9 74.9 71.0 71.0 69.2 75.9 74.7 70.0 72.3 73.4 -

最小 53.6 45.4 54.5 54.5 42.7 58.8 49.6 43.1 49.2 42.3 43.3 62.2 -

月間値 64.4 66.4 67.8 69.5 63.8 64.8 63.9 69.0 69.2 62.4 65.6 68.6 66.9

最大 95.0 86.2 93.9 83.6 84.0 86.0 86.4 84.7 85.2 84.4 87.9 85.9 -

最小 76.6 71.0 78.5 79.1 69.7 79.4 74.5 70.1 76.2 69.3 72.3 79.2 -

月間値 83.2 83.0 82.6 81.7 81.1 82.7 82.7 82.8 82.3 82.4 83.6 82.4 82.4

最大 23 48 42 54 57 33 23 65 80 25 45 64 -

最小 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 4 -

月間値 6.2 10.2 15.3 26.3 9.0 8.1 6.4 20.7 24.0 5.0 7.6 20.4 13.3

高柳局 365 137 5

　　　　　　　月

　項　目

（３）L denが５７ｄＢを超過した日数・月数

測定局名 有効測定日数 ５７ｄＢ超過日数 ５７ｄＢ超過月数

初富局 365 7 0

（注）有効測定日数欄以外は騒音発生回数が０の日を除いた。

LASmax(dB)

騒音発生回数

（回/日）

※固定測定局の月間速報値及び年間確定値については、千葉県環境生活部大気保全課のホームページ内
　　（http://www.pref.chiba.lg.jp/taiki/souon/koukuuki/shimousa/index.html）にも掲載されています。

（２）初富局（No.2地点：初富小学校）

（注）有効測定日数欄以外は騒音発生回数が０の日を除いた。

（１）高柳局（No.1地点：旧風早南部小学校敷地）

２月 ３月
平均

（日数は合計）10月６月 ７月

LASmax(dB)

(参考)
WECPNL

８月

有効測定日数

L den

(dB)

11月 12月
27年
１月

騒音発生回数
（回/日）

26年
４月 ５月 ９月

８月 ３月

平均

（日数は合計）

有効測定日数

11月 12月

27年

１月 ２月

(参考)

WECPNL

９月 10月

26年

４月 ５月 ６月 ７月

L den

(dB)
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４ 関係市による共同調査期間以外の航空機騒音測定結果 

自治体名 調査地点名 所在地 
地域 

類型 
調査期間 Lden WECPNL 

一日当たり 

平均機数 

船橋市 

八木が谷小学校 
船橋市八木が谷 

2-3-1 
― 

H26.12.2～

12.15 
４４ ５９．５ ２０ 

丸山小学校 船橋市丸山 4-43-1 ― H27.3.3～3.16 ４３ ５９．７ １５ 

松戸市 
松戸市 

クリーンセンター 
松戸市高柳新田 37 ― 

H26.6.20～7.3 ４１ ５５．０ ９ 

H27.2.3～2.16 ３６ ５０．１ ３ 

 
 

（４）日別L denの頻度分布
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第３ 参考資料 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



１ 下総飛行場の概要 

(１)名 称  海上自衛隊下総航空基地

(２)所 在 地  千葉県柏市藤ヶ谷１６１４番地１

          （敷地は鎌ケ谷市の一部を含む。）

(３)敷地面積  約 262ha

(４)滑 走 路  長さ 

(５)主要機種  固定翼機

               

         回転翼機

※ＹＳ－１１Ｔ－Ａは平成２３年５月をもって撤退

場からの定期飛来機のみが存在する。

(６)運用状況 

   (ⅰ)飛行訓練 

海上自衛隊の航空士、操縦士の教育訓練用飛行場として使用されている。

    原則として土日祝日は運航せず、平日の早朝夜間も基本的には運航しない。

ただし、計画的に夜間訓練が年に数回ある。

   (ⅱ)他自衛隊との共同運用

 陸上自衛隊第一空挺団が習志野駐屯地において降下訓練を行う際は、航

空自衛隊所属のＣ－１、Ｃ－１３０Ｈが下総飛行場から飛行する。
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海上自衛隊下総航空基地 

千葉県柏市藤ヶ谷１６１４番地１ 

（敷地は鎌ケ谷市の一部を含む。） 

262ha 

 2,250m × 幅 45m 

固定翼機  Ｐ－３Ｃ （対潜哨戒機） 

               ＹＳ－１１Ｔ－Ａ型（練 習 機）

回転翼機  ＵＨ－６０Ｊ（救 難 機） 

※ＹＳ－１１Ｔ－Ａは平成２３年５月をもって撤退

場からの定期飛来機のみが存在する。 

海上自衛隊の航空士、操縦士の教育訓練用飛行場として使用されている。

原則として土日祝日は運航せず、平日の早朝夜間も基本的には運航しない。

ただし、計画的に夜間訓練が年に数回ある。 

他自衛隊との共同運用 

陸上自衛隊第一空挺団が習志野駐屯地において降下訓練を行う際は、航

空自衛隊所属のＣ－１、Ｃ－１３０Ｈが下総飛行場から飛行する。

Ｎ 

成田国際空港 

機）※ 

※ＹＳ－１１Ｔ－Ａは平成２３年５月をもって撤退し、他飛行    

海上自衛隊の航空士、操縦士の教育訓練用飛行場として使用されている。 

原則として土日祝日は運航せず、平日の早朝夜間も基本的には運航しない。

陸上自衛隊第一空挺団が習志野駐屯地において降下訓練を行う際は、航

空自衛隊所属のＣ－１、Ｃ－１３０Ｈが下総飛行場から飛行する。 
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２ 経 緯 

昭 和 ７ 年 頃 広大な「藤ヶ谷ゴルフ場」として知られていた 

昭和 20 年 ４月 旧陸軍飛行場完成 

昭和 20 年 ９月 米空軍基地として接収される 

昭和 36 年 ６月 海上自衛隊が基地の全面返還を受ける 

昭和 48 年 12 月 航空機騒音に係る環境基準告示（環境庁告示第 154 号） 

昭和 49 年 ６月 「防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律」施行 

昭和 56 年 10 月 「防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律」に基づ

く指定区域告示（防衛施設庁告示第 18 号） 

昭和 56 年 12 月 「防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律」施行規

則の一部改正（防音工事の助成対象区域が 80ＷＥＣＰＮＬ

以上から 75ＷＥＣＰＮＬ以上の区域に拡大） 

昭和 61 年 ２月 「防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律」に基づ

く指定区域の拡大を告示（防衛施設庁告示第２号） 

昭和 61 年 ４月 県が鎌ケ谷市及び沼南町（現･柏市）に航空機騒音固定測定

局を各１局設置 

昭和 62 年 10 月 県が固定測定局２局と中央処理システム（大気保全課）を

公衆回線で接続し，オンライン化 

昭和 63 年 11 月 県が下総飛行場周辺航空機騒音実態調査を実施（以降,毎年

度調査を継続実施） 

平成 ３年 11 月 「航空機騒音に係る環境基準」の地域類型指定を告示（県

告示第 1017 号） 

平成 ８年 １月 知事から防衛施設庁長官及び下総教育航空群司令あて環境

基準の早期達成について要請 

 知事から環境庁大気保全局長あて，環境基準の早期達成に

ついて依頼 

平成 ８年 ４月 「航空機騒音に係る環境基準」の地域類型指定を一部改正

告示（県告示第 441 号） 

平成 10 年 ２月 知事から防衛施設庁長官及び下総教育航空群司令あて環境

基準の早期達成について要請 

          知事から環境庁大気保全局長あて環境基準の早期達成につ

いて依頼 

平成 12 年 ９月 知事から防衛施設庁長官及び下総教育航空群司令あて環境

基準の早期達成について要請 

          知事から環境庁大気保全局長あて環境基準の早期達成につ

いて依頼 
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平成 14 年 2,3 月 知事から防衛施設庁長官及び下総教育航空群司令あて環境

基準の早期達成について要請 

          知事から環境省環境管理局長あて環境基準の早期達成につ

いて依頼 

平成 14 年 12 月 知事から防衛施設庁長官及び下総教育航空群司令あて環境

基準の早期達成について要請 

          知事から環境省環境管理局長あて環境基準の早期達成につ

いて依頼 

平成 16 年 2,3 月 知事から防衛施設庁長官及び下総教育航空群司令あて環境

基準の早期達成について要請 

          知事から環境省環境管理局長あて環境基準の早期達成につ

いて依頼 

平成 18 年３月 知事から防衛施設庁長官及び下総教育航空群司令あて環境

基準の早期達成について要請 

          知事から環境省環境管理局長あて環境基準の早期達成につ

いて依頼 

平成 20 年３月 知事から防衛大臣及び下総教育航空群司令あて環境基準の

早期達成について要請 

          知事から環境省水・大気環境局長あて環境基準の早期達成

について依頼 

平成 22 年３月 知事から防衛大臣及び下総教育航空群司令あて環境基準の

早期達成について要請 

          知事から環境省水・大気環境局長あて環境基準の早期達成

について依頼 

平成 24 年３月 知事から防衛大臣及び下総教育航空群司令あて環境基準の

早期達成について要請 

          知事から環境省水・大気環境局長あて環境基準の早期達成

について依頼 

平成 26 年２月 知事から防衛大臣及び下総教育航空群司令あて環境基準の

早期達成について要請 

          知事から環境省水・大気環境局長あて環境基準の早期達成

について依頼 
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３ 関係告示及び通知（航空機騒音に係る環境基準） 

（１）航空機騒音に係る環境基準について（新環境基準：平成２５年４月１日から適用） 
昭和 48年 12 月 27 日  環境庁告示第 154 号 

改正   平成 ５年 10月 28 日  環境庁告示第  91 号 
改正   平成 12年 12 月 14 日  環境庁告示第  78 号 
改正   平成 19年 12 月 17 日  環境省告示第 114 号 

 

  公害対策基本法（昭和４２年法律第１３２号）第９条の規定に基づく騒音に係る環境上の

条件のうち、航空機騒音に係る基準について次のとおり告示する。 

  環境基本法（平成５年法律第 91号）第 16 条第１項の規定に基づく騒音に係る環境上の条

件につき、生活環境を保全し、人の健康の保護に資するうえで維持することが望ましい航空

機騒音に係る基準（以下「環境基準」という。）及びその達成期間は、次のとおりとする。 

  第１ 環境基準 

１  環境基準は、地域の類型ごとに次表の基準値の欄に掲げるとおりとし、各類型をあ

てはめる地域は、都道府県知事が指定する。 

地域の類型 基準値 

Ⅰ 57デシベル以下 

Ⅱ 62デシベル以下 

（注）Ⅰをあてはめる地域は専ら住居の用に供される地域とし、Ⅱをあてはめる地
域はⅠ以外の地域であって通常の生活を保全する必要がある地域とする。 

 

 ２  １の環境基準の基準値は、次の方法により測定・評価した場合における値とする。 

(1) 測定は、原則として連続７日間行い、騒音レベルの最大値が暗騒音より１０デシベ

ル以上大きい航空機騒音について、単発騒音暴露レベル（ＬＡＥ）を計測する。なお、

単発騒音暴露レベルの求め方については、日本工業規格 Ｚ8731 に従うものとする。 

(2) 測定は、屋外で行うものとし、その測定点としては、当該地域の航空機騒音を代表

すると認められる地点を選定するものとする。 

(3) 測定時期としては、航空機の飛行状況及び風向等の気象条件を考慮して、測定点に

おける航空機騒音を代表すると認められる時期を選定するものとする。 

(4) 評価は、算式アにより１日（午前０時から午後 12 時まで）ごとの時間帯補正等価

騒音レベル(Ｌden)を算出し、全測定日のＬdenについて、算式イによりパワー平均を算

出するものとする。 

       

 算式ア 

 

          

 

 

 

（注）i、j及び kとは、各時間帯で観測標本の i番目、j番目及び k 番目をいい、

ＬAE,di とは、午前７時から午後７時までの時間帯における i 番目のＬAE、 

ＬAE,ej とは、午後７時から午後 10 時までの時間帯における j 番目のＬAE、 

ＬAE,nkとは、午前０時から午前７時まで及び午後 10 時から午後 12 時までの時
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間帯におけるｋ番目のＬAEをいう。また、Ｔ０とは、規準化時間（１秒）をい

い、Ｔとは、観測１日の時間（86400 秒）をいう。 

    

算式イ 

 

 

 

 

（注）Ｎとは、測定日数をいい、Ｌden,iとは、測定日のうち i 日目の測定日の 

Ｌdenをいう。 

 

 (5) 測定は、計量法（平成４年法律第５１号）第７１条の条件に合格した騒音計を用

いて行うものとする。この場合において、周波数補正回路はＡ特性を、動特性は遅

い動特性（ＳＬＯＷ）を用いることとする。 

３ １の環境基準は、１日当たりの離着陸回数が１０回以下の飛行場であって、警察、

消防及び自衛隊等専用の飛行場並びに離島にある飛行場の周辺地域には適用しない

ものとする。 

 

第２ 達成期間等 

１  環境基準は、公共用飛行場等の周辺地域においては、飛行場の区分ごとに次表の達成

期間の欄に掲げる期間で達成され、又は維持されるものとする。この場合において、達

成期間が５年をこえる地域においては、中間的に同表の改善目標の欄に掲げる目標を達

成しつつ、段階的に環境基準が達成されるようにするものとする。 

飛行場の区分 達 成 期 間 改  善  目  標 

新 設 飛 行 場 

直ちに  

 
既 
 
設 
 
飛 
 
行 
 
場 

第三種空港及び 
これに準ずるもの 

第二種空港 
（福岡空港を  
除く。） 

Ａ ５年以内 
 

Ｂ 
10年以内 

５年以内に､70デシベル未満とすること又は 
70デシベル以上の地域において屋内で50デシ 
ベル以下とすること。 成田国際空港 

第一種空港（成 
田国際空港を除 
く。)及び福岡空港 

 
 
10年をこえる期間内 
に可及的速やかに 

１ ５年以内に､70デシベル未満とすること又
は70デシベル以上の地域において屋内で50
デシベル以下とすること。 

２ 10年以内に､62デシベル未満とすること又
は62デシベル以上の地域において屋内で47
デシベル以下とすること。 

    備 考 
      １  既設飛行場の区分は、環境基準が定められた日における区分とする。 
      ２  第二種空港のうち、Ｂとはターボジェット発動機を有する航空機が定期航空運送

事業として離着陸するものをいい、ＡとはＢを除くものをいう。 
      ３  達成期間の欄に掲げる期間及び改善目標を達成するための期間は、環境基準が定

められた日から起算する。 

２  自衛隊等が使用する飛行場の周辺地域においては、平均的な離着陸回数及び機種並び
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に人家の密集度を勘案し、当該飛行場と類似の条件にある前項の表の飛行場の区分に準

じて環境基準が達成され、又は維持されるように努めるものとする。 

３  航空機騒音の防止のための施策を総合的に講じても、１の達成期間で環境基準を達成

することが困難と考えられる地域においては、当該地域に引き続き居住を希望する者に

対し家屋の防音工事等を行うことにより環境基準が達成された場合と同等の屋内環境

が保持されるようにするとともに、極力環境基準の速やかな達成を期するものとする。 
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（２）航空機騒音に係る環境基準の一部改正について（環境省局長通知） 

 

平成 19年 12 月 17 日 環水大大発第 071217004 号 

環境省水・大気環境局長から各都道府県知事あて 

 

航空機騒音に係る環境基準の一部を改正する告示（環境省告示第 114 号）が平成 19年 12

月 17 日に公布され、平成 25 年４月１日から施行される。 

 航空機騒音に係る環境基準（以下「基準」という。）は、昭和 48 年 12 月 27 日付け環境

庁告示第 154 号をもって設定され、騒音の評価指標として WECPNL が採用されてきた。しか

し、近年、騒音測定機器が技術的に進歩し、また、国際的にも騒音の評価には等価騒音レベ

ルを基本とした評価指標が採用されている。今回の基準の改正は、このような動向を踏まえ、

平成19年６月27日付けの中央環境審議会答申「航空機騒音に係る環境基準の改正について」

（中環審第 409 号）を踏まえ、騒音の評価指標を WECPNL から時間帯補正等価騒音レベル（Ｌ

den）に改正するものである。 

 このような改正の趣旨にかんがみ、下記の事項に留意の上、環境基準の地域類型をあては

める地域の指定（以下、「地域指定」という。）及びその運用に遺漏なきを期されるととも

に、各関係機関と連携を図りつつ、本基準の維持、達成のための施策の実施に関し、格段の

御努力をいただきたく通知する。 

 なお、「航空機騒音に係る環境基準について」（昭和 49 年７月２日環大特第 42号環境庁

大気保全局長から各都道府県知事あて通知）及び「小規模飛行場環境保全暫定指針」(平成

２年９月 13 日環大企第 342 号環境庁大気保全局長から各都道府県知事及び政令指定都市市

長あて）は、平成 25 年３月 31 日をもって廃止する。 

 おって、関係省に対し、別添の文書を送付したので念のため申し添える。 

記 

第１ 改正の概要 

 １ 評価指標について 

   評価指標の改正に当たっては、騒音測定機器の技術的な進歩、Ｌden等の等価騒音レベ

ルを基本とした指標が国際的に採用されている状況等を総合的に勘案し、新たな評価指

標を WECPNL からＬdenに改正した。 

なお、Ｌdenについては、算式アにより１日ごとのＬdenを算出し、全測定日のＬdenにつ

いて、算式イによりパワー平均を算出するものとする。ただし、ＬAE（単発騒音暴露レ

ベル）の求め方については、日本工業規格 Z 8731 によるものとする。 

  算式ア 

   

 

 

 

（注）i、j 及び k とは、各時間帯で観測標本の i 番目、j 番目及び k 番目をいい、ＬAE,di

とは、午前７時から午後７時までの時間帯における i 番目のＬAE、ＬAE,ejとは、午後

７時から午後 10時までの時間帯における j番目のＬAE、ＬAE,nkとは、午前０時から午

前７時まで及び午後 10時から午後 1２時までの時間帯におけるｋ番目のＬAEをいう。

また、Ｔ０とは、規準化時間（１秒）をいい、Ｔとは、観測１日の時間（86400 秒）

をいう。 
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  算式イ 

          

 

 

 

 

 （注）Ｎとは、測定日数をいい、Ｌden,iとは、測定日のうち i日目の測定日のＬdenをいう。 

 ２ 基準値について 

   基準値の設定に当たっては、まずは、現行基準レベルの早期達成を実現することが肝

要であることから、騒音対策の継続性も考慮し、引き続き現行の基準値に相当するレベ

ルとした。 

 ３ 小規模飛行場の扱いについて 

今般の改正により、小規模飛行場環境保全暫定指針を統合することとし、これまで

基準の適用除外とされてきた１日当たりの離着陸回数が 10 回以下の飛行場についても、

基準を適用することとする。ただし、警察、消防及び自衛隊等専用の飛行場については

適用しない。 

ここで、「１日当たりの離着陸回数が 10回以下の飛行場」とは、飛行場及び反復継

続使用される場外離着陸場のうち１日当たりの離着陸回数が 10 回以下のものをいう。

また、自衛隊法（昭和 29 年法律第 165 号）第２条第１項に規定する自衛隊又は日本国

とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約(昭和 35 年条約第６号）に基づき

日本国にあるアメリカ合衆国の軍隊（以下「自衛隊等」という。）が使用する飛行場で

あって、自衛隊等の航空機が１年間に当該飛行場に離着陸した回数（緊急的な離着陸を

除く。）を年間総日数で除した値が 10 以下のものをいう。 

なお、「警察、消防及び自衛隊等専用の飛行場」とは、警察、消防及び自衛隊等が

専用に使用する飛行場をいい、また、災害派遣、航空救難等の緊急的な運航については、

基準は適用されない。 

 

第２ その他 

 １ 地域指定について 

地域指定については、「航空機騒音に係る環境基準の類型を当てはめる地域の指定

に係る法定受託事務の処理基準について」（平成 13 年１月５日環大企第１号環境庁大

気保全局長から各都道府県知事あて）により記しているところであるが、地域指定を行

ったときは、遅滞なく環境省に報告するとともに、直ちに都道府県の公報に掲載するな

どにより公示し、関係住民等に周知させるよう配慮すること。 

 ２ 経過措置について 

施行については、新たな評価指標であるＬden による測定の準備に要する期間等を考

慮して平成 25 年４月１日としたところである。貴職におかれては、施行までにＬdenに

よる測定できる態勢の整備に万全を期されたい。また、施行までにＬdenによる測定が可

能になった場合は、各飛行場におけるＬdenの実態を把握することが重要であることから、

現行の評価指標である WECPNL による環境基準値の評価を行うとともに、Ｌdenによる調

査も併せて実施することが望ましい。 

 ３ 測定について 

Ｌden による測定については、航空機騒音監視測定マニュアル（仮称）の策定などを

予定しており、これらについては今後別途通知する。 
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 ４ 達成期間について 

   達成期間に示す期間は、これまでと同様に、基準が定められた昭和 48 年 12 月 27 日

を起点としている。 
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（３）航空機騒音に係る環境基準の地域類型指定（千葉県告示） 

昭和 53 年 8 月 29 日 千葉県告示第  695 号 

改正 平成 3 年 11 月 29 日 千葉県告示第 1017 号 

改正 平成 8 年 4 月  1 日 千葉県告示第  441 号 

改正 平成 13 年 5 月 11 日 千葉県告示第  592 号 

改正 平成 25 年 2 月 22 日 千葉県告示第   70 号 

環境基本法（平成５年法律第９１号）第１６条第２項の規定により航空機騒音に係る環境

基準（昭和４８年環境庁告示第１５４号）の地域の類型ごとに指定する地域を次のとおり定

める。 

 

地域指定 

地域の類型 該  当  地  域 

Ⅰ 

別表第一に掲げる区域のうち、都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第八

条第一項第一号の規定により定められた第一種低層住居専用地域、第二種低

層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、

第一種住居地域、第二種住居地域及び準住居地域並びに同号に規定する用途

地域の定められていない地域のうち別表第二に掲げる工業団地を除いた地域 

Ⅱ 

別表第一に掲げる区域のうち、都市計画法第八条第一項第一号の規定により

定められた近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域並びに別表第

二に掲げる工業団地 

 

別表第１ 

飛行場名 区        域 

成田国際空港 

成田市、富里市及び山武市並びに印旛郡栄町、香取郡多古町及び山武郡

横芝光町及び芝山町の全域。ただし、都市計画法第八条第一項第一号の

規定により定められた工業専用地域及び成田国際空港の敷地を除く。 

東京国際空港及び

木更津飛行場 

木更津市及び君津市の全域。ただし、都市計画法第八条第一項第一号の

規定により定められた工業専用地域及び木更津飛行場の敷地を除く。 

下総飛行場 

船橋市、柏市、鎌ケ谷市及び白井市のうち別図第１に表示する実線によ

って囲まれた地域。ただし、都市計画法第八条第一項第一号の規定によ

り定められた工業専用地域及び下総飛行場の敷地を除く。 
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別表第２ 

名  称 市町村名 区        域 

富里工業団地 富里市 立沢新田、十倉及び高野のうち別図第２で示す部分 

松尾工業団地 山武市 
上横地、松尾町借毛本郷及び松尾町下之郷のうち別図第

２で示す部分 

芝山工業団地 

（木崎地区） 
山武郡芝山町 小池のうち別図第２で示す部分 

  

別図第２ 

別図第２は省略し、千葉県環境生活部大気保全課において縦覧に供する。 
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別図第1  下総飛行場の航空機騒音に係る環境基準地域類型指定図 
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（４）航空機騒音に係る環境基準について（旧環境基準：平成２５年３月３１日まで） 

                  昭和 48 年 12 月 27 日環境庁告示第 154 号 

               改正 平成 ５年 10 月 28 日環境庁告示第  91 号 

               改正 平成 12年 12 月 14 日環境庁告示第 78 号 

公害対策基本法（昭和 42 年法律第 132 号） 第９条の規定に基づく騒音に係る環境 

上の条件のうち、航空機騒音に係る環境基準について次のとおり告示する。 

環境基本法（平成５年法律第 91 号）第 16 条第１項の規定に基づく騒音に係る環境上の

条件につき、生活環境を保全し、人の健康の保護に資するうえで維持することが望ましい

航空機騒音に係る基準（以下「環境基準」という。）及びその達成期間は、次のとおりと

する。 

第１ 環境基準 

  １ 環境基準は地域の類型ごとに次表の基準値の欄に揚げるとおりとし、各類型 

   をあてはめる地域は、都道府県知事が指定する。 

  地域の類型     基準値（単位 ＷＥＣＰＮＬ）   

    Ⅰ            ７０以下        

    Ⅱ        ７５以下 

 （注） Ⅰをあてはめる地域は専ら住居の用に供される地域とし、Ⅱをあてはめる 

    地域はⅠ以外の地域であって通常の生活を保全する必要がある地域とする。 

 ２ １の環境基準の基準値は、次の方法により測定・評価した場合における値と 

  する。 

  （１）測定は、原則として連続７日間行い、暗騒音より１０デシベル以上大きい 

    航空機騒音のピークレベル（計量単位 デシベル）及び航空機の機数を記録 

    するものとする。 

  （２）測定は、屋外で行うものとし、その測定点としては、当該地域の航空機騒 

    音を代表すると認められる地点を選定するものとする。 

  （３）測定時期としては、航空機の飛行状況及び風向等の気象条件を考慮して、 

    測定点における航空機騒音を代表すると認められる時期を選定するものとす 

    る。 

  （４）評価は、(1)のピークレベル及び機数から次の算式により１日ごとの値 

（単位 ＷＥＣＰＮＬ）を算出し、そのすべての値をパワー平均して行うもの

とする。 
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 算 式 

  ｄＢ(A)＋１０log１０Ｎ－２７ 

  （注） ｄＢ(A)とは、 １日のすべてのピークレベルをパワー平均したものをい 

     い、Ｎとは、午前０時から午前７時までの間の航空機の機数をＮ１、午前 

     ７時から午後７時までの間の航空機の機数をＮ２、午後７時から午後１０ 

     時までの間の航空機の機数をＮ３、午後１０時から午後１２時までの間の 

     航空機の機数をＮ４、とした場合における次により算出した値をいう。 

          Ｎ＝Ｎ２＋３Ｎ３＋１０（Ｎ１＋Ｎ４） 

  （５）測定は、計量法（平成４年度法律第 51 号） 第 71 条の条件に合格した騒音 

    計を用いて行うものとする。この場合において、周波数補正回路はＡ特性を、 

動特性は遅い動特性（ＳＬＯＷ）を用いることとする。 

  ３ １の環境基準は、１日当たりの離着陸回数が 10 回以下の飛行場及び離島にあ 

   る飛行場の周辺地域には適用しないものとする。 

第２ 達成期間等 

  １ 環境基準は、公共用飛行場等の周辺地域においては、飛行場の区分ごとに次 

   表の達成期間の欄に掲げる期間で達成され、又は維持されるものとする。この 

   場合において、達成期間が５年をこえる地域においては、中間的に同表の改善 

   目標の欄に掲げる目標を達成しつつ、段階的に環境基準が達成されるようにす 

   るものとする。 

 

飛行場の区分 達 成 期 間 改 善 目 標

新 設 飛 行 場
直ちに

第三種空港及びこ
れに準ずるもの

既 第二種空港 Ａ ５年以内
（福岡空港を

設 除く。） Ｂ ５年以内に､85ＷＥＣＰＮＬ未満とすること
10年以内 又は85ＷＥＣＰＮＬ以上の地域において屋内

飛 新東京国際空港 で65ＷＥＣＰＮＬ以下とすること。

行 １ ５年以内に､85ＷＥＣＰＮＬ未満とすること
第一種空港（新東 又は85ＷＥＣＰＮＬ以上の地域において屋内

場 京国際空港を除 10年をこえる期間内 で65ＷＥＣＰＮＬ以下とすること。
く。）及び福岡空 に可及的速やかに ２ 10年以内に､75ＷＥＣＰＮＬ未満とすること
港 又は75ＷＥＣＰＮＬ以上の地域において屋内

で60ＷＥＣＰＮＬ以下とすること。

備 考

１ 既設飛行場の区分は、環境基準が定められた日における区分とする。

２ 第二種空港のうち、Ｂとはターボジエット発動機を有する航空機が定期航空運送事業として

離着陸するものをいい、ＡとはＢを除くものをいう。

３ 達成期間の欄に掲げる期間及び改善目標を達成するための期間は、環境基準が定められた日

から起算する。
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２ 自衛隊等が使用する飛行場の周辺地域においては、平均的な離着陸回数及び 

   機種並びに人家の密集度を勘案し、当該飛行場と類似の条件にある前項の表の 

   飛行場の区分に準じて環境基準が達成され、又は維持されるように努めるもの 

   とする。 

  ３ 航空機騒音の防止のための施策を総合的に講じても、１の達成期間で環境基 

   準を達成することが困難と考えられる地域においては、当該地域に引き続き居 

   住を希望する者に対し家屋の防音工事等を行うことにより環境基準が達成され 

   た場合と同等の屋内環境が保持されるようにするとともに、極力環境基準の速 

   やかな達成を期するものとする。 
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（５） 航空機騒音に係る環境基準の類型を当てはめる地域の指定に係る法定受託事務の処

理基準について（環境庁局長通知） 

（改訂前；平成２５年度一部改訂） 

                   平成 13 年１月５日 環大企第１号 

                   環境庁大気保全局長から各都道府県知事あて 

   航空機騒音に係る環境基準等の類型を当てはめる地域の指定に係る法定受託事務の

処理基準が下記のとおり定められたので、通知する。 

記 

   地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律（平成 11 年法律第号） 

の制定により、環境基本法（平成５年法律第 91号）第 16 条第２項の規定により、環境

基本第 16 条第１項の基準についての同条第２項の規定による地域の指定に関する事務

は、その地域が属する都道府県知事が処理するものとされた。このうち、同法第 40 条

の２及び同条の規定に基づく「環境基準に係る地域又は水域の指定の事務に関する政令」

（平成５年政令第 371 号）第２条の規定により、交通に起因して生ずる騒音に係る地域

の指定に関する事務は、都道府県知事が地方自治法（昭和 22 年法律第 67号）第２条第

９項第１号に規定する第１号法定受託事務として行うこととされた。都道府県知事が事

務を行う際には、「航空機騒音に係る環境基準について」（昭和 48 年 12 月環境庁告示

第 154 号）に定めるほか、別添により地域の類型を当てはめて、その指定を行われたい。 

 

 別添 

  航空機騒音に係る環境基準の類型を当てはめる地域の指定について 

１ 環境基準の地域類型をあてはめる地域は、航空機騒音から通常の生活を保全する必

要がある地域とすること。したがって，工業専用地域、原野、海上等は地域類型のあ

てはめを行わないものとすること。 

    なお、「航空機騒音」とは、ターボジェット発動機、ターボファン発動機、ターボ

プロップ発動機、ターボシャフト発動機又はピストン発動機等を主な動力とする航空

機の航行に伴って発生する騒音をいうこと。 

２ 地域類型の当てはめに際しては、当該地域の土地利用等の状況を勘案して行うこと。

この場合において、都市計画法（昭和 43年 法律 100 号）に基づく用途地域が定めら

れている地域にあっては、原則として、第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専

用地域、第１種中高層住居専用地域及び第２種中高層住居専用地域を類型Ⅰに当ては

めるものとし、その他を類型Ⅱにあてはめるものとすること。また、用途地域が定め

られていない地域にあっては、現在及び将来の土地利用状況を勘案し、現在市街化し

ている地域又は将来の市街化が予定されている地域のうち、第１種低層住居専用地域、

第２種低層住居専用地域、第 1種中高層住居専用地域及び第 2種中高層住居専用地域

に相当する地域を類型Ⅰに当てはめる等用途地域が定められている地域に準じて当

てはめを行うこと。 
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 ３ 地域指定の見直しは、おおむね５年ごとに土地利用等の状況の変化に応じて行うとと

もに、土地利用計画（土地基本法（平成１年法律第 84 号）第 11 条第１項に規定する土

地利用計画をいう。以下同じ。）上の大幅な変更があった場合にも速やかに行うこと。 

 ４ 「航空機騒音に係る環境基準について」の第１の３中「１日当たりの離着陸回数が 

10 回以下の飛行場」とあるのは、公共用飛行場であって、航空機（航空法（昭和 27 

年法律第 231 号）第２条第 16 項に規定する航空運送事業の用に供されるもの又は操縦 

の練習の用に供されるものに限る。）が１年間に当該飛行場に離着陸した回数を年間 

総日数で除した値が 10以下のもの及び自衛隊法（昭和 29年法律第 165 号）第２条第 

１項に規定する自衛隊又は日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条 

約に基づき日本国にあるアメリカ合衆国の軍隊（以下「自衛隊等」という。）が使用 

する飛行場であって、自衛隊等の航空機が１年間に当該飛行場に離着陸した回数（緊 

急的な離着陸を除く。）を年間総日数で除した値が 10 以下のものをいう。                            

 ５ 「航空機騒音の環境基準について」の第１の３中「離島にある飛行場」とあるのは、

離島振興法（昭和 28 年法律第 72号）第２条第１項に規定する離島振興対策実施地域が

存する離島、沖縄振興開発特別措置法（昭和 46年法律第 131 号）第２条第２項に規定

する離島、奄美群島振興開発特別措置法（昭和 29 年法律第 189 号）第１条に規定する

奄美群島及び小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和 44 年法律第 79 号）第２条第１項に

規定する小笠原諸島にある飛行場をいう。                 

 ６ 「航空機騒音に係る環境基準について」の第２の１の表の既設飛行場の項中「これに

準ずるもの」とあるのは、空港整備法（昭和 31年法律第 80 号）第２条第１項に規定す

る空港及び自衛隊等が使用する飛行場を除く飛行場並びに航空法第 79 条ただし書の規

定により運輸大臣の許可を受けた離着陸の場所であって、反復して使用されるものをい

う。 
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（６）航空機騒音に係る環境基準の類型を当てはめる地域の指定に係る法定受託事

務の処理基準の改正について（環境省局長通知） 
（平成 25年 4月 1日から適用） 

 
平成 21 年 8 月 28 日  環水大大発第 090828001 号  

環境省水・大気環境局長から各都道府県知事あて     
 

航空機騒音に係る環境基準（以下「環境基準」という。）の類型を当てはめる地域の指定

については、従来から「航空機騒音に係る環境基準の類型を当てはめる地域の指定に係る法

定受託事務の処理基準」（平成 13 年１月５日付け環大企第１号。以下「処理基準」という。）

により、その処理の基準を通知し、実施されてきたところである。 

今般、「航空機騒音に係る環境基準についての一部を改正する件」（平成 19 年 12 月環

境省告示第 114 号）により、騒音の評価指標がＷＥＣＰＮＬから時間帯補正等価騒音レベ

ル（Lden）に改正されたことに伴い、処理基準の別添「航空機騒音に係る環境基準の類型を

当てはめる地域の指定について」の１、４、５及び６の全部を下記のとおり改正するので、

通知する。当該事務を行うに当たっては、これに基づき適切に実施されたい。なお、本通知

は平成 25 年４月１日から適用するものとする。 

記 

１ 環境基準の地域類型を当てはめる地域は、航空機騒音から生活環境を保全する必要があ

る地域とすること。したがって、工業専用地域、原野、海上等は地域類型の当てはめを行

わないものとすること。 

なお、「航空機騒音」とは、ターボジェット発動機、ターボファン発動機、ターボプロ

ップ発動機、ターボシャフト発動機又はピストン発動機等を主な動力とする航空機の運航

に伴って発生する飛行騒音並びに飛行場内における航空機の運用や機体の整備に伴って

発生する地上騒音をいう。 

４ 「航空機騒音に係る環境基準について」第１の３中「１日当たりの離着陸回数が 10 回

以下の飛行場」とは、飛行場及び反復継続使用される場外離着陸場のうち１日当たりの離

着陸回数が 10 回以下のものをいう。また、自衛隊法（昭和 29 年法律第 165 号）第２条

第１項に規定する自衛隊又は日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条

約（昭和 35 年条約第６号）に基づき日本国にあるアメリカ合衆国の軍隊（以下「自衛隊

等」という。）が使用する飛行場であって、自衛隊等の航空機が１年間に当該飛行場に離

着陸した回数（緊急時の離着陸を除く。）を年間総日数で除した値が 10 以下のものをい

う。 

なお、同中「警察、消防及び自衛隊等専用の飛行場」とは、警察、消防及び自衛隊等が

専用に使用する飛行場をいい、また、災害派遣、航空救難等の緊急時の運航については、

環境基準は適用されない。 

５ 「航空機騒音に係る環境基準について」第１の３中「離島にある飛行場」とは、離島振

興法（昭和 28 年法律第 72 号）第２条第１項に規定する離島振興対策実施地域が存する

離島、沖縄振興特別措置法（平成 14 年法律第 14 号）第３条第３号に規定する離島、奄

美群島振興開発特別措置法（昭和 29 年法律第 189 号）第１条に規定する奄美群島及び小

笠原諸島振興開発特別措置法（昭和 44 年法律第 79 号）第２条第１項に規定する小笠原

諸島にある飛行場をいう。 
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６ 「航空機騒音に係る環境基準について」第２の１の表の既設飛行場の項中「これに準ず

るもの」とあるのは、空港整備法及び航空法の一部を改正する法律（平成 20 年法律第 75 

号）による改正前の空港整備法(昭和 31 年法律第 80 号)第２条第１項に規定する空港及

び自衛隊等が使用する飛行場を除く飛行場並びに航空法（昭和 27 年法律第 231 号）第

79 条ただし書の規定により国土交通大臣の許可を受けた離着陸の場所であって、反復し

て使用されるものをいう。 
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（７）航空機騒音に係る環境基準について（環境庁局長通知） 
（本通知は、平成１３年１月５日付け環大企第１号の通知により廃止され、測定方法等は、「技

術的助言」として扱うこととされている。） 

 
昭和４９年７月２日  環大特第４２号   

環境庁大気保全局長から各都道府県知事あて 
改正 平成 5年 7月26日 環大企第323号･環大特第 81号･環大自第 66号 
改正 平成 5年11月18日 環大企第488号･環大特第123号･環大自第102号 

  
航空機騒音に係る環境基準（以下単に「環境基準」という。）は、昭和４８年１２月２７

日付け環境庁告示第１５４号をもって設定されたところである。 

環境基準は、航空機騒音につき生活環境を保全し、人の健康の保護に資するうえで維持す

ることが望ましい基準として公害対策基本法（昭和４２年法律第１３２号）第９条第１項に

基づき定められたものであり、飛行場周辺における航空機騒音による被害を防止するための

発生源対策、障害防止対策等の各種施策を総合的に推進するに際しての目標となるべきもの

である。貴職におかれては、このような環境基準の設定の主旨にかんがみ、下記の事項に十

分御留意のうえ、環境基準の地域類型をあてはめる地域の指定（以下「地域指定」という。）

を行うほか、環境基準達成のための施策の実施に関し、格段の御配意を願いたく通知する。 

なお、地域指定を行った場合には遅滞なく環境庁に報告されたい。 

おって、環境基準達成のための施策に関して、関係各省庁に対し、別添の文書を送付した

ので念のため申し添える。 

記 

第１ 地域指定 

  １ 地域指定の権限は、公害対策基本法第９条第２項の規定に基づいて制定された「環境

基準に係る水域及び地域の指定権限の委任に関する政令（昭和４６年政令第１５９号）」

により、当該地域が属する区域を管轄する都道府県知事に委任されているので、貴職に

おいて地域指定を速やかに行うこと。 

  ２  環境基準の地域類型をあてはめる地域は、航空機騒音から通常の生活を保全する必要

がある地域とすること。従って、工業専用地域、原野、海上等は地域類型のあてはめを

行わないものとすること。 

  ３ 地域類型のあてはめに際しては、当該地域の土地利用等の状況を勘案して行うこと。

この場合において、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）に基づく用途地域が定め

られている地域にあっては、原則として、第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専

用地域、第一種中高層住居専用地域及び第二種中高層住居専用地域を類型Ⅰにあてはめ

るものとし、その他を類型Ⅱにあてはめるものとすること。また、用途地域が定められ

ていない地域にあっては、現在及び将来の土地利用状況を勘案し、現在市街化している

地域又は将来の市街化が予定されている地域のうち、第一種低層住居専用地域、第二種

低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域及び第二種中高層住居専用地域に相当す

る地域を類型Ⅰにあてはめる等用途地域が定められている地域に準じてあてはめを行

うこと。 

     なお、都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（平成４年法律第８２号）に

よって改正された用途地域に指定を受けておらず、従前の用途地域が存続している地域

にあっては、従前の用途地域に基づいて地域の類型のあてはめをして差し支えないこと。

この場合、地域の類型Ⅰは第一種住居専用地域及び第二種住居専用地域に、地域の類型

Ⅱは住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域に対応するものであ

り、工業専用地域については地域の類型あてはめを行わないものとすること。 

 ４ 地域指定を行ったときは、直ちに都道府県の公報に掲載するなどにより公示し、関係

住民に周知させるよう配慮すること。 

  ５ 地域指定の見直しは、概ね５年ごとに土地利用等の状況の変化に応じて行うとともに、

土地利用計画上の大幅な変更があった場合にも速やかに行うこと。 

第２ 測定方法等 

 １ 測定は、暗騒音よりピークレベルが１０ｄＢ以上大きいすべての航空機騒音について、



- 64 - 

各測定時期ごとに連続７日間行うことが原則であるが、当該時期の平均的な騒音の状況

を把握するために必要かつ十分な日数としても差し支えないこと。 

      なお、測定の際の暗騒音とは、測定点付近における航空機騒音以外の騒音をいうもの

であり、このレベルがあまり変動しない場合は、一定値として扱ってもよいこと。 

 ２ 測定は、当該地域において環境基準の達成状況を把握し、対策を講ずる上で必要と認

められる地点であって、なるべく暗騒音レベルの低い地点を選定して行うこと。 

なお、適宜固定測定点を設けて航空機騒音の年次的推移を把握することが望ましいこ

と。 

  ３  測定は、運航方法及び気象条件を勘案して、年間を通じての平均的な航空機騒音の状

況が把握できる時期を選定して行うこととし、航空機騒音の状況が時期によってほとん

ど変化しない場合は年１回以上、かなり変化する場合は四季ごとに１回（年４回）以上

行うこと。 

  ４  航空機騒音の評価は、測定されたピークレベル及び機数から１日ごとのＷＥＣＰＮＬ

の値を算出し、一年間のそのすべての値をパワー平均して行うこととするが、運航方法

又は気象条件が極めて特殊な日の値は除外すること。 

      なお、自衛隊等が使用する飛行場の周辺における測定結果の評価に際しては、自衛隊

の現地部隊等の協力を求めて災害派遣、航空救難、緊急発進等の緊急的な離着陸を把握

し、当該測定結果を除外して行うこと。 

第３ その他 

  １  「航空機騒音」とは、ターボジェット発動機、ターボプロップ発動機又はピストン発

動機を主な動力とする航空機の航行に伴って発生する騒音をいうこと。 

  ２  「１日当たりの離着陸回数が１０回以下の飛行場」とは、公共用飛行場にあっては、

当該飛行場に離着陸する航空機であって、航空法（昭和２７年法律第２３１号）第２条

第１７項に規定する航空運送事業の用に供されるもの又は操縦練習の用に供されるも

のの年間総離着陸回数を年間日数で除した値が１０以下のものをいうこと。 

  ３ 「離島にある飛行場」とは、離島振興法（昭和２８年法律第７２号）第２条第１項に

規定する離島振興対策実施地域を有する離島、沖縄振興開発特別措置法（昭和４６年法

律第１３１号）第２条第２項に規定する離島、奄美群島振興特別措置法（昭和２９年法

律第１８９号）第１条に規定する奄美群島及び小笠原諸島振興特別措置法（昭和４４年

法律第７９号）第２条第１項に規定する小笠原諸島にある飛行場をいうこと。 

  ４ 「第三種空港及びこれに準ずるもの」のうち「これに準ずる」とは、空港整備法（昭

和３１年法律第８０号）第２条に規定する空港及び自衛隊等が使用する飛行場を除く飛

行場並びに航空法第７９条但書により運輸大臣が許可した離着陸場であって、反復継続

して使用されるものをいうこと。 

 ５  「自衛隊等」とは、自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第２条第１項に規定する

自衛隊又は日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約（昭和３５年条

約第６号）に基づき日本国にあるアメリカ合衆国の軍隊をいうこと。 
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４ 特殊飛行場周辺における航空機騒音の判定手法 

 

  昭和 59 年５月９日付け環大企第 189 号で送付された「特殊飛行場周辺航空機騒音判定 

 手法検討調査報告書」から抜すい 

 

 

    特殊飛行場周辺における航空機騒音の判定手法について 

（１）適用範囲 

   この規定は特殊飛行場のうち主としてジェット機が就航する飛行場に適用する。 

（２）特殊飛行場の特性 

   特殊飛行場は休日、週末に運行回数が激減する場合が多く、週日についても日に 

よって運行回数の変動が大きい。また、運行が一定の期間に集中し、その期間だけ１日

当たりのＷＥＣＰＮＬが極めて大きくなることがある。従って、短期日の測定のみによ

って年間平均のＷＥＣＰＮＬを算出することは困難である。しかしＷＥＣＰＮＬの平均

値は１週間を周期として変動する場合が多い。また定期便中心の公共用飛行場における

場合と同様に季節（従って風向）によって離着陸の方向が変わる場合が多く、 

  ＷＥＣＰＮＬの季節による変化も若干認められる。 

（３）特殊飛行場周辺地域に対する航空機騒音の測定・評価方法 

   上で述べたように特殊飛行場については、運行回数の変動が大きく、平均的な飛行 

  状況をとらえにくい。このような飛行場の周辺地域において、短期間の測定により 

  航空機騒音の状況を、環境基準に照らして測定・評価しようとする場合には次によ 

  るものとする。 

     

 飛行場ごとに基準地点を設定し、基準地点においては年間連続測定を 

実施する。任意測定地点における測定は原則として２週間とし、ＷＥＣ 

ＰＮＬの２週間平均値（パワー平均）を求め、同じ期間の基準地点にお 

けるＷＥＣＰＮＬ（２週間平均値）との差を算出する。 

 基準地点における年間平均ＷＥＣＰＮＬに上で計算した差を加えて､ 

（プラスの場合とマイナスの場合がある）任意測定地点における年間Ｗ 

ＥＣＰＮＬの推定値とする。 

 



- 66 - 

  ア 基準地点の位置及び基準地点における測定等 

  （ア）基準地点は、原則として飛行場滑走路の両端から１～２Ｋｍで飛行コース直下 

    になるべく近い場所を各々１点ずつ選定する。 

（イ） 基準地点においては、年間連続測定を行い、ＷＥＣＰＮＬの年間平均値、 

１か月平均値、２週間及び１週間平均値等を求めておく。 

  イ 任意地点における測定 

  （ア）任意測定地点においては、２週間連続測定を実施し、期間内平均ＷＥＣＰＮＬ 

    （パワー平均）を求める。 

  （イ）次に任意測定地点に近い基準地点における（ア）と同じ期間の測定と比較して、 

    次式により年間平均ＷＥＣＰＮＬの推定値を算出する。 

      Ｗｘ＝Ｗｒ－（Ｗｒ´－Ｗｘ´） 

      Ｗｘ ：任意測定地点における年間平均ＷＥＣＰＮＬの推定値 

      Ｗｒ ：基準地点における年間平均ＷＥＣＰＮＬ 

      Ｗｒ´：基準地点における任意測定地点の測定期間と同時期の１日ごとの 

         ＷＥＣＰＮＬの期間内エネルギー平均値 

      Ｗｘ´：任意測定地点における測定期間中の１日ごとのＷＥＣＰＮＬの期 

         間内エネルギー平均値 

    （注）１ 任意測定地点における測定結果については、通常この地点に近い基 

        準地点の測定結果と比較するが、飛行経路等から他の基準地点との相 

        関が良いと考えられるときは、相関の良い基準地点の値と比較する。 

       ２ 基準地点における年間平均ＷＥＣＰＮＬ（Ｗｒ） は、当該年度経過 

        の後算出されることになるが、暫定的にＷｘ を把握したい場合には、 

        前年度の基準地点のＷｒを用いてＷｘの参考値としても良い。 

  ウ 任意測定地点の測定期間の選定 

    原則として、当該飛行場における航空機の離着陸が通常の活動に伴う期間を選定 

   するものとする。なお、測定期間は原則として連続した２週間とするが、１週間単 

   位であれば連続している必要はない。 

  エ 測定の方法 

  （ア）暗騒音より 10 デシベル以上大きい航空機騒音のピークレベル（計量単位 デシ 

    ベル）及び航空機の機数を記録するものとするが、この場合、測定地点における 

    暗騒音レベルを実施することにより平均的な暗騒音レベルを設定し、このレベル 

    より 10デシベル以上大きいレベルを航空機騒音の閾値レベルとして設定し､測定 

    することとしても良い。 

（イ）測定は屋外で行うものとし、航空機以外の騒音が測定に影響を与えない場所を 

    選定する。 
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  （ウ）基準地点及び任意測定地点における測定は、航空機騒音以外の騒音を記録しな 

    いような航空機騒音識別機能を持った自動測定器を用いても良い。 

  オ 評価に当たっての留意事項 

    以上の方法により算出された任意測定地点における年間平均ＷＥＣＰＮＬの推定 

   値を環境基準に照らして評価する場合には、飛行経路等について任意測定地点と基 

   準地点の対応が適切であるか否かを確認したうえで行う必要がある。 

    また、本方式は種々の飛行経路が存在するうえに各々の飛行経路にばらつきが多 

   く、１日ごとのＷＥＣＰＮＬの変動が大きい地点における年間平均値を、当該地点 

   の短期間の測定値と基準地点における通年の測定値を基に推定するという方法をと

っているため、推定値の精度はおのずから限定され、その誤差は飛行場により、また

年度により変化する。今回の調査で検討した地点についてみると、その誤差は 

１～３デシベルになっている。しかし、測定地点ごとの２週間値の標準偏差よりその

誤差は小さくなっている。 
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５ 防衛施設周辺の生活環境の整備に関する法律に基づく騒音区域図 
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６ 用語の説明 

  ① Ｌden（時間帯補正等価騒音レベル） 

個々の航空機騒音のＬAE（単発騒音暴露レベル)に夕方（午後７時～午後１０時)の

ＬAEには５デシベル、深夜・早朝（午後１０時～午前７時）のＬAEには１０デシベル

を加え、１日の平均を次式により算出したもの。 

   

 

 

    

 

 

 

ＬAE,di：午前７時から午後７時までの i番目の LAE 

ＬAE,ej：午後７時から午後１０時までのｊ番目のＬAE 

ＬAE,nk：午前０時から午前７時及び午後１０時から午後１２時までの k番目のＬAE 

Ｔ０ ：１秒 

Ｔ ：86,400 秒（=24 時間=１日） 

 

 ② ＬAE（単発騒音暴露レベル） 

   単発的に発生する騒音の全エネルギーと等しいエネルギーを持つ継続時間１秒の定

常音の騒音レベル  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

算出式 

ＬAE 

 

ｔ1 ｔ2 
１秒 

騒音レベル 

時間 

測定終了時間 測定開始時間 

10log 10

T0

T i
10

LAE,di

10
+

j

10
LAE,ej+5

10
+

k

10
LAE,nk+10

10
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  ③ ＷＥＣＰＮＬ（加重等価平均感覚騒音レベル） 

    Weighted Equivalent Continuous Perceived Noise Level の略。航空機騒音測 

   定、評価のために考案されたもので航空機騒音の特異性、継続時間の効果、昼夜の 

   別等も加味した騒音のうるささの単位で、日本における「航空機騒音に係る環境基 

   準」の評価に使用されている。 

 

  （算出式） ＷＥＣＰＮＬ＝ｄＢ（Ａ）＋１０log１０ＷＮ－２７ 

         ｄＢ（Ａ）  ：ピークレベルのパワー平均値 

         ＷＮ（加重回数）：Ｎ２＋３Ｎ３＋１０（Ｎ１＋Ｎ４） 

         Ｎ１： ０時から ７時までの航空機騒音発生回数 

         Ｎ２： ７時から 19時までの    〃 

         Ｎ３：19 時から 22 時までの    〃 

         Ｎ４：22 時から 24 時までの    〃 

 

  ④ パワー平均 

    騒音の大きさ（騒音レベル）は、一般には騒音計の周波数補正回路Ａ特性で測定 

   した値をいう。（単位はｄＢ） 

    騒音の大きさは、物理量である音のエネルギーを対数で圧縮し、取り扱いやすい 

   数値としていることから、その平均は、それぞれの騒音レベルを一度エネルギー量 

   にもどして算術平均したうえで対数圧縮して求める。これをパワー平均という。 

 

  （計算式） 

 
                 １                        
    ｄＢ（Ａ）＝１０log１０  （１０ＬＡ１／１０＋１０ＬＡ２／１０＋・・・＋１０ＬＡｎ／１０） 
                 ｎ                        

 

          ｄＢ（Ａ）       ：騒音レベルのパワー平均値 

          ＬＡ１，ＬＡ２，・・・ＬＡｎ ：１回ごとの騒音レベル 

           ｎ          ：騒音発生回数 
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７ 主な航空機種 

 

 Ｐ－３Ｃ（全幅 30.37m,全長 35.61m,全高 10.27m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＹＳ－１１(－Ａ)（全幅32.00m,全長26.30m,全高8.99m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ－１（全幅 30.60m,全長 29.00m,全高 10.00m） 
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Ｃ－１３０Ｈ（全幅 40.41m,全長 29.79m,全高 11.66m） 

 

 

 

ＵＨ－６０Ｊ（回転翼直径 16.40m,全長 19.80m,全高 5.10m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＣＨ－４７Ｊ（回転翼直径 18.29m,全長 30.14m,全高 5.77m） 

 

 

※P-3C、YS-11 の写真は海上自衛隊ホームページ

（http://www.mod.go.jp/msdf/formal/gallery/index.html）より、C-1、C-130H、UH-60J、

CH-47J の写真は航空自衛隊ホームページ（http://www.mod.go.jp/asdf/equipment/）より

転載
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平成２８年２月 

千葉県環境生活部大気保全課 

特殊公害班 

千葉市中央区市場町１番１号 

電話 043(223)3805 

 

 

 
 


